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＜教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検・評価の概要＞ 

 平成 19 年６月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正が行われ、教育委員会の権限に属

する事務の管理及び執行の状況について、毎年、点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これ

を議会に提出するとともに、公表しなければならないとされたことから、平成 20 年度から実施している。（同法

第 26条第１項） 

 上記の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとされてい

る。（同法同条第２項）また、点検・評価の具体的な項目や指標、議会への報告や公表の方法については、特に国

が基準を定めるのではなく、各教育委員会が実情を踏まえて決定することとされている。 

そこで、今年度は、次のような内容及び方法で実施した。 

 

１ 点検・評価の内容 
（１）令和６年度佐賀県教育委員会の運営状況 

（２）「令和６年度佐賀県教育施策実施計画」に基づく取組の実績 

 

２ 点検・評価の方法 
  教育委員会の運営状況及び施策・事業の取組実績等を取りまとめ、自己評価を行った後、点検・評価の方法

や結果について、教育に関する有識者から意見を聴取した。 

 

【有識者】                                （敬称略 五十音順） 

氏  名 所      属 職 名 

桑原 昇 株式会社佐賀新聞社 論説委員長 

田原 優子 佐賀県青少年育成県民会議 会長 

中西 雪夫 佐賀大学教育学部 教授 

森田 徹 佐賀県高等学校ＰＴＡ連合会 会長 

 

３ 審議の経過 
 （１） 令和７年７月２５日（金） 

     教育委員に対し、自己評価案について説明 

 （２） 令和７年８月５日（火）  

     点検・評価に係る有識者会議を開催し、点検・評価の方法や結果について意見聴取 

 （３） 令和７年８月２７日（水） 

     定例教育委員会において、「令和６年度教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結

果に関する報告書」を審議 

 

 【参考】 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）（抄） 

 （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

 第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務そ

の他の教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含

む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならない。 

 ２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を

図るものとする。 

- 1 -



 
 

 

 

 

 

 

 

  ① 教育委員会の目的                                     

教育の機会均等、教育水準の維持向上及び地域の実情に応じた教育の振興を図るため、広く地域住民の意

向を反映した責任ある教育行政を実現する。 

 

  ② 教育委員会制度の仕組み                                   

・ 教育委員会は、地域の学校教育、社会教育、文化、スポーツ等に関する事務を担当する機関として、

全ての都道府県及び市町村等に設置。なお、本県において、文化、スポーツ（学校における体育を除

く。）、社会教育（ＰＴＡに関すること等を除く。）、文化財の保護は、知事部局が所管。 

・ 首長から独立した行政委員会としての位置付け。 

・ 教育委員会は、教育長及び委員をもって組織され、その会議を通じて教育行政における重要事項や基

本方針を決定し、それに基づいて教育長が具体の事務を執行。 

・ 委員は、地方公共団体の長が議会の同意を得て任命。任期は４年。 

・ 教育長は、地方公共団体の長が議会の同意を得て任命。任期は３年。 

  ③ 佐賀県教育委員会の委員定数                                  

５人  

※ 根拠：佐賀県教育委員会の委員の定数を定める条例 

※ 新「教育長」の就任に伴い定数１減（従来は、教育長は教育委員のうちから教育委員会が任命） 

  ④ 佐賀県教育委員会（令和７年３月３１日時点）                   

 

  職       名 氏  名 職  業 

教育長 甲斐 直美 － 

委員（教育長職務代理者） 加藤 雅世子 学校法人理事長 

委員（教育長職務代理者） 飯盛 清彦 私立中学校講師 

委員  飯盛 裕介 社会福祉法人役員 

委員 荒木 薫 大学准教授 

委員 溝上 泰興 株式会社代表取締役 

 

 

 

 

 

 

 

1 令和６年度佐賀県教育委員会の運営状況に関する点検・評価 

（１）教育委員会の概要 
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  ① 教育委員会会議                                    

   ◯ 開催回数   

    （総計  … 13 回） 

 定例会 … 12 回 

臨時会 …  １回 

 

◯ 議決の状況 

 （付議事項数            …計 51 件） 

  議会提出議案に対する意見     …  ４件 

教育委員会規則・規程の制定・改廃 …  10 件 

基本方針・計画の策定       … ５件  

職員の人事関係          … ７件 

協議会・審議会委員の任命・委嘱  … ４件 

その他              … 21 件 

    

◯ 傍聴者数（定例会、臨時会） 

      延べ３人 

    

◯ 会議内容の公表方法 

      詳細な議事録を作成し公表 

   

 ◯ 公表内容 

・ 開会及び閉会に関する事項 

・ 教育長及び出席委員の氏名 

・ 教育長、委員及び会議に出席した者の氏名(傍聴者を除く) 

・ 教育長等の報告 

・ 議題及び議事 

・ 議決事項 

・ その他教育長又は会議において必要と認めた事項 

  ② 委員の活動                                        

   ◯ 委員の所管施設等訪問状況 

学校訪問や児童生徒の成果発表会等への出席                 … 20 回 

教育委員会以外の会議や研修会・意見交換会等への出席（総合教育会議を除く） … 18 回 

海外視察（全国都道府県教育委員連合会事業）                … １回 

  ③ 総合教育会議                                         

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の４の規定に基づき、地方公共団体の長（佐賀県知事）

が設置する総合教育会議について、以下のとおり知事と教育委員会との協議が行われた。 

◯ 出席回数 ３回（第 29 回、第 30 回、第 31 回） 

   ◯ 主な協議内容 

    （第 29 回）多文化共生について・少年自然の家について 

（第 30 回）高校生が納得できる進路選択のために 

（第 31 回）自分で考え行動する子どもを育てるために 

（２）教育委員会の主な活動内容 
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 ・ 教育委員会会議については、定例会や臨時会を毎月１回以上行なった。その中で、「佐賀県教育施策実

施計画」「令和７年度佐賀県彩志学舎中学校入学希望者募集要項」等について協議し、教育委員会におけ

る重要施策などを決定することができた。また、教育課題等に関する打合せを毎月行い、円滑な会議運

営と、議論の活性化に努めた。  

 

   ・ 教育委員会会議の概要などについては、引き続き、会議資料及び議事録を佐賀県教育委員会ホームペ

ージに掲載するとともに、本庁及び各総合庁舎（６か所）に設置している「情報提供窓口」において閲

覧できるようにしたことで、教育委員会の透明性を確保することができた。 

 

   ・ 佐賀県教育委員会・市町教育委員会協働会議を開催し、「県立夜間中学校 彩志学舎中学校の開校につ

いて」、「SAGA 部活の推進について」など、県の主要事項の説明を行ったことで、市町教育長・委員に県

の取組に対する理解を深めていただくとともに、「佐賀県教育大綱 Vol.3 について」、「学力向上に向け

た市町教育委員会の取組について」のテーマで意見交換を行い、今後の施策充実に向けた意識共有を図

ることができた。 

    

   ・ 知事との協議の場である総合教育会議、公安委員との意見交換会や社会教育委員との意見交換会にお

いて、喫緊の課題などについて議論をすることで共通認識を図り、今後の施策の展開につなげることが

できた。また、学校訪問を積極的に行い、生徒や教職員のニーズを拾い上げ、総合教育会議等の場で学

校の実情を伝えることで、学校の諸課題について改善検討に努めた。 

 

・  各教育委員は、定例教育委員会等の場で、教職員の働き方改革、不登校児童生徒への支援、幼保小

連携に向けた取組、高大連携など、重要な教育施策に係る方針の検討及び決定に際し、それぞれの立

場から専門的知見や経験を生かすことができた。 

 

※ 佐賀県教育委員会組織図（令和７年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）教育委員会の主な取組結果（自己評価） 

教育委員会 

教育総務課 

教育振興課 

特別支援教育室 

教職員課 

学校教育課 

教育委員会事務局 

（教育危機管理・広報総括監） 

生徒支援室 

人権・同和教育室 

保健体育課 

【現地機関】 

教育事務所 

（東部、西部） 

 

【教育機関】 

教育センター 

全国高校総体 2024 推進チーム 

教育ＤＸ推進グループ 
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Ⅰ 志と誇りを高める教育の推進 

  

２「令和６年度佐賀県教育施策実施計画」に基づく取組の実績
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柱Ⅰ　志と誇りを高める教育の推進　[主な事業]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

3

県立高校
普通科改
革推進事
業

【概要】
　県立高校普通科において、学科等の見直しを推進することにより、高校の特色化や魅力化の促進を図
るとともに、社会のニーズや生徒の興味・関心等を踏まえた教育の実現を図る。
【実績】
・県立高校普通科の学科、コースやカリキュラムの見直し（伊万里高校）
・教職員研修の実施
・学科、カリキュラム等の見直しに係る情報発信

4

唐津青翔
高校
TSUNAGARU
プロジェ
クト事業

【概要】
　多様な生徒が唐津青翔高等学校に入学し、「未来」･「世界」･「地域」とつながりながら学び合う環
境を提供することで、骨太でたくましい人材を育成するとともに、県外からの入学者増により学校及び
地域の活性化を図る。
【実績】
・校舎のリノベーションに係る設計業務委託
・学びの見直し（eスポーツ）に向けた視察（私立福岡芸術高校、鹿児島市立鹿児島商業高校）

目指す未来の姿：こどもたちが高い志と佐賀への誇りを胸に、未来の佐賀や世界で活躍する姿を思い描きなが
ら、主体性と自信をもって、生き生きと活動している。

【概要】
　県内高校の特色や魅力について積極的かつ効果的に情報発信することにより、県内外からの進学を促
進し、唯一無二の誇り高き学校づくりを推進する。
【実績】
○高校進学説明会など
　・高校進学説明会を県内５会場で開催（参加者数2,405名）
　　参加者アンケートで「進路を考える上で参考になった」と回答した参加者が98.4％
　・ウェブサイト「ＳＡＧＡ県立高校進学ナビ」に高校の紹介動画を掲載（オンライン高校説明会）
　　動画の視聴回数 延べ36,602回（令和６年６月～令和７年３月）
○全国募集の促進
　・生徒の全国募集を行う高校のネットワークである「地域みらい留学」への参画（有田工業高校、唐
津青翔高校）
　・全国の生徒を対象とした合同説明会やオープンスクールの開催
　　合同説明会：18回開催、延べ288名参加。オープンスクール：８回開催、延べ15組参加。
　・地域みらい留学を通じて入学した生徒への生活支援
　・ハウスマスターの配置　等

2

ＳＡＧＡ
ハイス
クールプ
ロモー
ション事
業

1

ＳＡＧＡ
唯一無二
の学校魅
力化実践
事業

【概要】
　唯一無二の誇り高き学校として県立高校の魅力を高め、県内外からの志願者を増加させるとともに、
社会に貢献できる有為な人材の輩出を目指す。
・各指定校に地域や企業等から構成される学校魅力強化委員会を設置し、教育活動のブラッシュアップ
や地域等との連携を強化。
・学校魅力化アドバイザーによる魅力化の伴走支援を行い、魅力化のためのＰＤＣＡサイクルの構築。
・教職員を対象とした研修や情報交換会などを実施し、魅力化のための体制構築や情報発信力の強化。
【実績】
・ＳＡＧＡコラボレーション・スクール指定校（９校）
　地域、企業、大学等と協働した学校運営組織による学校の魅力化
・ＳＡＧＡスマート・ラーニング指定校（８校）
　学校長のマネジメントの下、地域、企業、大学等と連携した新しい時代の教育内容実践による学校の
魅力化
・学校魅力化コーディネーターの配置（５校）
　学校と地域の連携促進　等
・学校の魅力発信
　教職員発信力向上研修（ＳＮＳ活用研修、広報デザイン研修）、学校ＰＲ動画作成
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・学科・コースを新設する学校に対して、カリキュラム策
定や校内体制の構築等に係る伴走支援を行った。
・他県の先進事例の紹介や授業の実践方法などに関す
る研修会を開催した。
・伊万里高校において、令和7年度に「MIRAI進学科」
を新設することに伴い、チラシやPR動画を作成し、新聞
広告や動画配信サイト、商業施設、学校HPなどにおい
て、幅広く情報発信を行った。

・普通科改革を推進し、学科等の改編を行うことで、多
様化する生徒のニーズに対応するとともに、高校の特色
化・魅力化を図ることで、県内外からの進学を促進して
いく。
・伊万里高校「MIRAI進学科」に関するさらなる情報発
信を図っていく。

教育振興課

・令和７年度の校舎のリノベーション工事に向け、設計を
実施した。
・ｅスポーツの学びの実現に向け、視察で得た情報等を
踏まえ、カリキュラムの検討等を実施した。

・校舎のリノベーションについては、令和７年度に工事を
行い、令和８年度から新校舎のもと、新たな学び（ｅス
ポーツ学科など）を開始する。
・交流拠点（寮）については、令和７年度に設計、令和８
年度に工事を行い、令和９年度から運用を開始する。

教育振興課

教育振興課

・高校進学説明会の参加者は2,405名となり、参加
者アンケートの結果、高い満足度を得ることができ
た。また、オンライン高校説明会の動画の視聴回数
は延べ36,602回であり、県立高校の魅力を広く発信
することができた。
・令和７年度に地域みらい留学を通じて入学した生
徒は５名であった。
・令和４年度以降、地域みらい留学を通じて入学し
た生徒数の合計は、16人となった。

・引き続き、県内各地区で高校進学説明会の開催や
オンラインによる高校説明会を行うとともに、県外
募集を強化することで、県内外からの進学を促進し
ていく。
・学校・地域・県教育委員会の連携・協力体制を構
築し、「地域みらい留学」を活用した全国募集や学
校魅力化に係る取組などを推進することで、県内外
からの進学を促進していく。

・指定校（17校）に設置した学校魅力強化委員会を
中心に学校の魅力づくりについて議論し、地域なら
ではの資源や人材を活用した特色ある教育プログラ
ムを実践するなど、学校の魅力化に取り組んだ。
・特にコラボレーション・スクール指定校（９校）
では、学校魅力化アドバイザーによる定期的な伴走
支援を行うとともに、ＰＤＣＡサイクル構築のため
の高校魅力化評価システムの活用、地域との協働活
動に向けた研修会を実施した。
・こうした取組を行うことにより、学校の魅力向上
や社会に開かれた学校づくりが促進され、令和７年
度の県外から県立高校への入学者数は209人とな
り、取組開始前の令和３年度と比べて約2.3倍の増
加となった。

・県立高校と地域等との協働により、この学校でし
か学ぶことができない教育活動を展開することで、
生徒の資質・能力を育み、これからの新しい時代に
有為な人材を育成・輩出できるよう唯一無二の誇り
高き学校づくりを推進していく。
・地域における人口の減少や県外流出・県内流入の
状況など、地域が抱える課題は様々であるため、令
和７年度からは、県外からの流入が見込まれるエリ
ア（東部、西部、北部）ごとに、生徒募集の強化や
魅力の磨き上げに取り組む。
・学校の魅力を積極的・効果的に発信することによ
り、県内外からの志願者を増加させ、学校の活性化
を図る。

教育振興課
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事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

5

唐津地区
における
生徒の生
活環境整
備事業

【概要】
　県内の離島及び県外出身生徒が県内の高校等に進学することができるよう、住まい等の生活環境を整
備する。
【実績】
・西唐津職員宿舎の一部を活用し、県内の離島出身の生徒２名を受入
・食堂整備工事に係る設計業務委託

6

さがを誇
りに思う
教育推進
事業

【概要】
佐賀県のよさを知り、佐賀県の歴史・文化・自然などに対して誇りと自信を持つ生徒を育む。
【実績】
・郷土学習資料『佐賀語り』『佐賀巡り』の配布
・ふるさと学習コンクールの実施
・県立高校における講演会の開催

8

未来ＳＡ
ＧＡ産業
人材育成
プロジェ
クト推進
事業

【概要】
県立専門高校での産業教育を通して、地域産業を担う人材を育成する。
【実績】
・県内就職を支援する産業人材育成支援員の県立専門学科高校等への配置（23人）
・進路セミナーの開催（８校のべ45クラスで開催）
・県内事業所の見学（６校のべ28クラスで実施、県内59事業所を見学）
・長期インターンシップの実施（１校１名）

7
キャリア
教育支援
事業

【概要】
生徒一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通してキャリ
ア発達を促す。
【実績】
・各学校がキャリア教育の方針を明確にし、体系的・総合的な教育活動を実施
・基礎的・汎用的能力を構成する「人間関係形成・社会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題
対応能力」「キャリアプランニング能力」の育成を目指し、社会人講師による講演や大学教員による出
前講座などを全県立高校及び県立中学校で実施
・生徒合同学習会を実施
　３年参加者　2,148人（計７回）、２年参加者　1,943人（計４回）、１年参加者　492人（１回）
・科学の甲子園の佐賀県代表選考会：高校生34人
・科学の甲子園ジュニアの佐賀県代表選考会：中学生54人参加
・佐賀大学との連携プログラム
　高校生が「教師・社会・科学・アート・医療人」の５講座に参加
　合計1,352名（１年：464名、２年：447名、３年：441名）
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・県内の離島出身の生徒２名を受け入れることで、県内
の高校への進学につなげることができた。
・令和７年度の食堂整備工事に向け、設計を実施した。

・令和７年度から新たに、県外出身生徒の受入を開始す
る。
・令和７年度に食堂整備工事を行い、令和８年度から食
堂の運用を開始する。

教育振興課

・ふるさと佐賀への誇りや愛着を感じている県立高校３
年生（定時制は4年生）の割合については、79.7％と目
標を達成できなかった。一方で、佐賀には誇れることが
あると思う生徒の割合は、84.6％であり、12年間の取組
を通して児童生徒が県や自分が住む地域のよさを理解す
る、という目的は概ね達成できている。県立高等学校等
における佐賀県のことを学ぶ講演会の実施率は100％で
あり、また講演会後のアンケートでは、郷土の価値を再
認識できたという生徒の割合は９割を超えており、効果
を挙げている。
・ふるさと学習コンクールの出品数は、昨年度よりも増
加した。

・令和６年度はキャリア教育と令和７年度は道徳教
育とも関連させながら、継続的な取組を進めてい
く。
・ふるさと学習コンクールの作品数については、学
校の取組の成果であるため、出品数の予測はできな
いが、学校に対し、総合的な探究の時間や総合的な
学習の時間など、普段の取組を広く発信できる場と
して積極的に呼び掛けていく。

学校教育課

知事部局、佐賀労働局、関係団体との連携により県
内就職率65％を４年連続達成することができた。
・令和７年３月末現在の就職内定率は99.3％（前年
比と同ポイント）と例年並みであった。
・３月末時点での未内定者が10人（不登校、自己就
職など）と昨年と同数であった。（前年同期10人）
・令和７年３月末現在の就職内定者の内、県内企業
内定者数の割合は66.6％（３月末）と過去最高値と
なったものの、目標値の67.5％を下回った。

・令和６年度で本事業は終了したが、令和７年度よ
り新規事業として「未来ＳＡＧＡキャリアサポート
推進事業」を実施し、キャリアサポーターを工業高
校を中心に配置する。
・県内高校生の県内就職率の向上については、各学
校における効果的な取組事例を共有するなど、キャ
リアサポーターの資質向上に資する連絡研修会等の
内容を充実させるとともに、教員と連携を深めなが
ら、生徒・保護者に対し積極的に県内企業の情報提
供を行っていく。

学校教育課

・キャリア教育支援事業に関する生徒質問用紙の
「学校での1年間の学習や行事を通して、将来の進
路(職業)について考えることができたか？」の項目
で「できた」「ある程度できた」と回答した県立高
校３年生の割合は、96.4％であった。
・科学の甲子園の佐賀県代表選考会では、高校生34
名、科学の甲子園ジュニアの佐賀県代表選考会で
は、中学生54名が参加した。

・キャリア教育支援事業に関する生徒質問用紙の
「学校での１年間の学習や行事を通して、将来の進
路(職業)について考えることができたか？」の項目
で「できた」「ある程度できた」と回答した県立高
校３年生の割合を100％とするため、学校内外での
取組の充実、改善を目指す。
・生徒合同学習会においては、新学習指導要領に対
応した新しい大学入試共通テストに対応するため、
情報や地歴・公民、理科を実施するなど、より充実
した合同学習会を実施したい。
・科学の甲子園においては、計画的に予選会を実施
し、代表校に競技種別に適合した適切な指導を提供
する。結果として、令和７年度の代表校が全国大会
で上位入賞できるよう支援する。
・佐賀大学との連携プログラムにおいて、とびらプ
ロジェクトの支援を継続的に進める。

学校教育課

- 10 -



事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

10

2024年度
全国高校
総体北部
九州大会
開催事業

【概要】
令和６年度に北部九州4県等で開催する令和６年度全国高校総体（佐賀県呼称：ＳＡＧＡインターハイ）
を通じて、佐賀への高い誇りと愛着を持った人材の育成を図る。
【実績】
・令和６年度全国高等学校総合体育大会(ＳＡＧＡインターハイ)の開催
  （令和６年７月23日から８月20日に佐賀県開催競技種目別大会（６競技種目）を開催した。）
・高校生活動の推進 等

9

ＳＡＧＡ
マイス
ターハイ
スクール
推進事業

【概要】
県立専門高校で、教員の指導力向上及び生徒の技術習得に重点的に取り組み、新しいニーズに対応した
産業人材の育成を図る。
【実績】
・全国産業教育フェア開催に向けた競技力の向上事業
・全国産業教育フェア（ロボット競技全国大会等）の視察
・専門委員会の開催
・ロボット競技大会（工業系高校７校11チームがロボットを製作し大会出場）
・ロボット競技他県視察(福岡県大会、熊本県大会）
・フラワーアレンジメント研修会（年２回開催し、農業系高校の職員と生徒が参加）
・介護技術コンテスト交流試合実施（福岡、熊本）
・全国産業教育フェア栃木大会視察
・検討会議（年４回開催し、専門部会の校長、教員が参加）
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・成果指標は達成できなかったが、参画した生徒の
９割以上が達成感や満足感を得ており、十分な成果
を上げた。
　ＳＡＧＡインターハイとＳＡＧＡ2024に参画した
生徒が、達成感や満足感を得た割合　94％
　高校生活動推進委員会委員のうち、達成感や満足
感を「感じた」と回答した生徒の割合　100％
・大会参加者へのアンケートでは、ＳＡＧＡアリー
ナ及びアクアでの演出を高く評価する意見が多く、
参加者の心に残る大会となった。

事業終了 保健体育課

・令和８年度全国産業教育フェア佐賀大会に向けた
検討会議を開催。運営や各種催事の担当校を決定し
準備を進めた。
・指導力向上に向けた研修・視察等の取り組みによ
り、各競技やコンテストにおいて上位進出、入賞を
果たすことができた。
・「全国高校生ビジネスアイディアコンテスト」
（優秀賞）唐津商業高校（初受賞）※２-３位相当
（奨励賞）鳥栖商業高校（初受賞）※４-８位相当
・「全国高校生介護技術コンテスト」
（奨励賞）　嬉野高校　※４-12位相当
・「全国高校生フラワーアレンジメントコンテス
ト」
（審査員奨励賞）伊万里実業高校（昨年同位）
※金、銀、銅に続く賞
・「全国高校生クッキングコンテスト」
（優良作品）牛津高校　※６-15位相当
・「全国高等学校ロボット競技大会」
（40位）佐賀工業高校（47位）嬉野高校（65位）嬉
野高校

令和８年度に開催される全国産業教育フェア佐賀大
会に向け、競技大会やコンテストでの上位入賞を目
指し、教員の指導力向上及び生徒の技術習得に継続
して取り組んでいく。また、運営委員会・幹事会を
開催し、関係学校と連携しながら準備を進めてい
く。

学校教育課
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柱Ⅰ　志と誇りを高める教育の推進[その他の取組]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等 担当課

1

県立高校
６次化実
践プログ
ラム事業

【概要】
遠隔・オンライン教育を活用した新しい教育方法により、高校や学科の専門性を生かし
た文理融合型の教科等横断的な学びを実践するカリキュラム開発や、大学、研究機関等
の関係機関との連携体制の構築を図り、新しい時代の高等学校改革の姿を創造する。
【実績】
・デジタル技術（遠隔・オンライン・メタバース）を活用した新しい教育方法の導入
・学校の特色や地域性を生かした創造力を育む文理融合型の学びの実践
・専門的知見、先端技術を有する人材、地域を支える人材の積極的な活用

教育DX推進グループ

2
学校経営
改善充実
事業

【概要】
コミュニティ・スクールを核とした学校と地域の連携・協働を図ることで、地域ととも
にある学校づくりを推進する。
【実績】
・市町にコミュニティ・スクール導入等に必要な経費を補助　１市町
・コミュニティ・スクール研究大会開催　参加人数　131人
　参加者アンケートの結果、大会の満足度について「満足」「やや満足」が99％、本大
会で得た知識等を今後の学校運営に活かせるかについて「活かせる」「やや活かせる」
が94％であった

教育振興課

3
さが総文
の「志」
継承事業

【概要】
「2019さが総文」を契機に活性化した文化部活動のレベルアップを図り、佐賀の文化芸
術活動の発展を目指す。
【実績】
・文化部活動活性化のための必要な経費の補助
・全国高等学校総合文化祭等への出場経費の補助
・全国高等学校総合文化祭（岐阜大会）　16専門部出場のうち２部門で入賞
・総合文化部活動は４専門部(郷土芸能、吟詠剣詩舞、囲碁、小倉百人一首かるた）出
場

学校教育課
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◎柱１　志と誇りを高める教育の推進　〔指標一覧〕

R5年度 R6年度 R6年度 R7年度 R8年度

実績値 目標値 実績値 目標値 目標値

66.6％
（県）

67.1％
（県）

割合の増加を
目指す

67.0％
（県）

割合の増加を
目指す

割合の増加を
目指す

67.3％
（全国）

66.3％
（全国）

－
66.3％
（全国）

－ －

生徒　76.1％ 81.5% 80.0% 78.7% 82.0% 84.0%

教職員85.6％ 86.1% 87.0% 87.3% 89.0% 91.0%

県外から県内県立高校へ
の入学者数

174人 165人 220人 207人 240人 260人

ＳＡＧＡ唯一無二の
学校魅力化実践事
業、ＳＡＧＡハイス
クールプロモーショ
ン事業

教育振興課

教育内容と教育活動に必
要な人的・物的資源等に
地域等の外部の資源を活
用している学校の割合

86.6% 92.2% 前年度以上 96.81% 前年度以上 前年度以上

ＳＡＧＡ唯一無二の
学校魅力化実践事
業、学校経営改善充
実事業

教育振興課

ふるさと佐賀への誇りや
愛着を持っている県立高
校３年生の割合

82% 83.6% 82.0% 79.7% 82.0% 82.0% さがを誇りに思う教
育推進事業について

学校教育課

県内高校生の就職内定者
のうち県内就職内定者の
割合

66.4% 65.8% 67.5% 66.6% 68.5% 69.5%
未来ＳＡＧＡ産業人
材育成プロジェクト
推進事業

学校教育課

ＳＡＧＡインターハイと
ＳＡＧＡ２０２４に参画
した生徒が、達成感や満
足感を得た割合

－ － 100% 94% － －
2024年度全国高校総
体北部九州大会開催
事業

保健体育課

高校進学説明会参加者数 879人 1,504人 1,000人 2,405人 1,000人 1,000人
ＳＡＧＡハイスクー
ルプロモーション事
業

教育振興課

キャリア教育支援事業に
関する生徒質問用紙の
「学校での1年間の学習や
行事を通して、将来の進
路(職業)について考える
ことができましたか？」
の回答で「できた」「あ
る程度できた」と回答し
た県立高校３年生の割合

95.90% 91.72% 100% 96.4% 100% 100% キャリア教育支援事
業

学校教育課

高校生活動推進委員会
（生徒委員会）委員のう
ち、達成感や満足感を
「感じた」と回答する生
徒の割合

－ ー 100% 100% － －
2024年度全国高校総
体北部九州大会開催
事業

保健体育課

成
果
指
標

指標区分 指標名 担当課関連する事業名

全体
将来の夢や目標を持って
いる中学３年生の割合

学校教育課

教育振興課

基準値
R4年度

自分の学校を中学生に勧
めることができると考え
ている県立高校の生徒及
び教職員の割合

ＳＡＧＡ唯一無二の
学校魅力化実践事
業、ＳＡＧＡハイス
クールプロモーショ
ン事業、県立高校普
通科改革推進事業

施
策
指
標
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Ⅱ 自分らしく学べる「さがん学び」 

の推進 
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柱Ⅱ　自分らしく学べる「さがん学び」の推進　[主な事業]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

2

学びのＳ
ＡＧＡア
クティブ
推進事業

【概要】
佐賀県の公立小・中学校及び義務教育学校の児童生徒の学習状況を把握・分析し、児童生徒への教育指
導の充実や学習状況の改善等に役立てる。各学校は、児童生徒の調査結果を踏まえた指導改善を行うと
ともに、教育委員会は、課題解決に向けた施策の見直しや充実を図る。
【実績】
佐賀県小・中学校学習状況調査に係る業務（作問、配送、採点、結果入力、分析など）を業者委託にす
ることにより、教員の負担軽減を図った。

3

家庭・地
域の教育
力向上推
進事業

【概要】
子供たちの学習習慣確立に向け、学校現場と家庭・地域が連携した取組の一層の充実を図り、県全体で
学力向上に向けた機運の醸成を図る。
【実績】
家庭学習の手引きを作成し、市町立小中学校等の保護者に配布

4
放課後等
補充学習
支援事業

【概要】
授業による指導だけでは学習内容の定着が図れていない生徒のため、放課後等に補充学習を実施する市
町への支援を行う。
【実績】
15市町、全62中学校及び義務教育学校にて実施。

5

小学校第
６学年に
おける少
人数学級
の実施

【概要】
令和３年３月の義務標準法の改正を踏まえ、国は、令和７年度までに小学校35人学級を計画的に整備す
る。令和６年度は、第５学年の学級編制の標準を国が35人に引き下げるため、小学校第６学年における
少人数学級を国に先駆けて実施し、よりきめ細かな指導のための環境整備を行う。
【実績】
小学校第６学年（１クラス36人以上の学級）における少人数学級の実施（対象校：２４校）

6

中学校第
１学年の
小規模学
級又は
ティーム
ティーチ
ングによ
る指導の
選択制

【概要】
中学校第１学年（１クラス36人以上の学級）における小規模学級又はティームティーチングによる指導
の選択制の実施
【実績】
・小規模学級：９校
・ティームティーチング：14校　　計：23校

目指す未来の姿：こどもたちが、主体的に自分らしく学ぶとともに、他者を価値ある存在として尊重する態度を
もって多様な人々とも協働しながら、夢や目標に向けて挑戦していくための力を身に付けている。

1

全国学
力・学習
状況調査
を活用し
た学力向
上対策事
業

【概要】
全国学力・学習状況調査及び佐賀県小・中学校学習状況調査を活用した検証改善サイクルを確立し、調
査結果の検証等に基づいた学力向上対策の改善・充実を図る。
【実績】
・県調査を全国調査と同日に実施し、調査対象学年と教科を絞り込み、学力向上対策の新しい検証改善
サイクルを構築。両調査結果の一体的分析と、児童生徒への指導・支援の充実を図った。
・佐賀県学力向上対策検証・改善委員会の開催（１回実施）
・小中連携による学力向上推進地域研究指定（２中学校区４校）（小：２校、中：１校、義務教育学
校：１校）
・学習状況を把握し、指導方法の工夫改善を図るため、県調査を実施（４月）
小学５年：国算、中学２年：国数英（同時期に実施する全国調査は小学６年：国語・算数、中学３年：
国語・数学）
・授業改善に向け、話し合う活動に焦点を当てた授業改善の資料を作成
・家庭学習の充実に向け、教師用「家庭学習の指導の手引き」を作成
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・業者委託により、詳細な調査分析結果が提供され、各学
校における指導改善の充実を図ることができた。
・新しい検証改善サイクルの下、両調査結果を分析し、そ
の結果に基づく取組が行われているが、両調査を活用した
同一学年及び同一児童生徒の経年変化分析については今後
の課題である。

学力向上対策コーディネーター研修会において、両
調査を活用した同一学年及び同一児童生徒の経年変
化分析について説明を行う。また、教育センターと
連携し、教育センターの研修講座及び学校支援にお
ける内容にも、一体的な分析の方法・演習を加え
る。

学校教
育課

・児童生徒自身が計画を立てて学習をする態度や家庭学習
に取り組む時間は、全国と比べて課題が継続している。家
庭学習についての指導（方法・内容等）に関し、校内の共
通理解が十分図られていないと考える。
・平成29年度から開催してきた学力向上フォーラムを令和
６年度時点で15市町で実施した。

・「教師用家庭学習指導の手引き」を活用し、家庭
学習についての指導における学校の共通理解を図る
とともに、児童生徒の自主的・計画的な家庭学習に
つなげるようにする。
・学力向上フォーラムについては、今後、令和９年
度まで残り５市町において実施することで、県全体
で学力向上に向けた機運の醸成を図っていく。令和
７年度は、運営の効率等の面から２町（鹿島市・太
良町）の希望で合同開催をする予定である（２
月）。

学校教
育課

・令和６年度事業を実施した全ての市町が、令和７年度本
事業への継続を希望している。

・15市町、61中学校及び義務教育学校にて実施。
（1校減）

学校教
育課

アンケート項目の「児童が落ち着いた環境で授業を受ける
ことができた」では、「十分にできている」と回答した学
校は21校、「おおむねできている」と回答した学校は３校
であり、肯定的な回答は100％であった。
また、他のアンケート項目についても肯定的な回答は
100％であった。

令和７年度は、対象の学年（令和６年度に小学校第
６学年）の生徒が引き続き同じ教育環境で学校生活
を送ることができるよう、中学校第１学年（１クラ
ス36人以上の学級）における少人数学級を導入す
る。

教職員
課

未配置３校を除く20校から回答のあったアンケートでは、
「個別の学習支援が必要な生徒に対して、きめ細かな指導
ができた。」の項目で「そう思う」と回答した学校は75％
であり、前年度より4.2％上がっている。「そう思う」又
は「どちらかといえばそう思う」と肯定的に回答した割合
は100％である。

令和７年度は、中学校第２学年に導入し、きめ細か
な教育環境の整備を図る。

教職員
課

・単元（内容や時間のまとまり）を意識した授業改善の意
識が少しずつ高まってきていると考えられる。しかし、主
体的・対話的で深い学びを意識した児童生徒主体の授業づ
くりは十分とはいえず、思考力・判断力・表現力の育成が
課題として継続している。
・学力向上に向けた管理職のマネジメントに関し、学校間
に差がある。

・教育センターと連携し、スーパーティーチャー
（ＳＴ）に学ぶ講座において、「単元を通した授業
改善」、「児童生徒主体の授業づくり」を具現化し
た公開授業を依頼し、内容の周知を図る。
・ＳＴの授業を動画で撮影し、解説を交えた「授業
動画」を作成・配信し、校内研修・自己研修の充実
を図る。
・管理職のマネジメントに係る研修（オンデマン
ド）の内容に、大学教員による組織マネジメントに
関する理論と県内校長の具体的な実践例を盛り込
み、研修の充実を図る。
・「教師用家庭学習指導の手引き」を発出し、家庭
学習についての指導における学校の共通理解を図る
とともに、児童生徒の自主的・計画的な家庭学習に
つなげるようにする。

学校教
育課
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事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

9

帰国・外
国人児童
生徒教育
の推進支
援事業

【概要】
帰国・外国人児童生徒等が日本語で学校生活を営み、学習に取り組めるよう、当該児童生徒等の実情に
応じた指導方法の工夫改善及び支援体制について、研究を行い、成果の普及を図る。
【実績】
・帰国・外国人児童生徒等への日本語指導に係る連絡協議会（２回：令和６年７月、令和７年３月）
・日本語指導担当教員配置市（佐賀市、伊万里市）における公開授業、研修会の実施
・帰国子女等対応非常勤講師研修会（２回：令和６年７月、令和７年１月）
・市町教育委員会帰国・外国人児童生徒等教育担当指導主事研修会（１回：令和６年10月）
・ＤＬＡ支援員派遣（18件：未就学児童４人、小学校12人、中学校４人）

10

小・中・
高を通じ
た英語教
育強化事
業

【概要】
小・中・高を通じて使用可能な英語学習デジタル教材で、児童生徒の英語力の測定及び個別最適な学び
を可能とする。さらに児童・生徒の英語能力を向上させるための研究を行う。
【実績】
・英語公開授業動画（ダイジェスト版）の視聴数　４本累計1,455回（R４～６）
・公開授業の実施（小・中・高それぞれ１回）　参加者数88名
・英語デジタル教材の活用状況　15,342回

【概要】
グローバル化が進む中、国際的な視野を持ち、外国語によるコミュニケーション能力や多様な人々との
共生を可能とする資質・能力を備えたグローバル人材を育成する。
【実績】
・留学等支援（留学　６人、海外研修　71人）
・国際理解講座（18団体）
・留学生等の受入促進（長期：１か月以上　８人、短期：１か月未満　１人、ウクライナ避難民　１
人）
・ホストファミリー募集
・海外との学校交流支援（新規13校）
・団体海外研修支援（４団体）
・体験的外国語活動の充実
　　イングリッシュデイ（小・中・高校生　1,519人）
　　英会話体験プログラム（中・高校生　711人）
　　英会話サマーキャンプ（中学生　 40人、高校生　 25人）
　　FUN FUN English（小学生向け英語活動）（小学生　49人）
・大韓民国（全羅南道）との交流
　　全羅南道英語キャンプへの生徒派遣（中学生　20人）
　　英会話サマーキャンプへの全羅南道生徒受入（中学生　18人）
　　佐賀県からの教員等の派遣（教職員等　３人）
　　全羅南道からの教員等の訪問受入（全羅南道国際教育院　４人、教職員訪問団　15人）
・高等学校教育研究会専門部会（農業、工業、商業、家庭、福祉）が主催する海外研修への支援（高校
生　43人）

グローバ
ル社会で
生きぬく
ＳＡＧＡ
人材づく
り事業

8

7
ＩＣＴ活
用教育支
援事業

【概要】
「いつでも　どこでも　誰とでも　自分らしく　学ぶことができる　子ども主体の学び」を目指し、全
県規模でＩＣＴ活用教育の推進に取り組み、今日の高度情報化、グローバル社会で必須とされるコミュ
ニケーション能力や情報活用能力等、生き抜く力の育成を図る。児童生徒一人ひとりの個性や能力に応
じた学習展開を行い、主体的な学びを創造するとともに、教職員に対して実践的な研修等を実施するこ
とで、指導力の向上を図る。
【実績】
・教職員研修
・授業支援ソフト導入
・情報発信力の育成（「バズらせよう！あなたのアイデア！～バズる動画＆魅せるプレゼンセミナー
～」、「バズらせよう！あなたのアイデア！～３０秒で魅せる高校生活CM＆プレゼンコンテスト～」）
・教職員の活用事例及びデジタル教材の研究（教育におけるＩＣＴ活用事例）
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・日本語指導担当教員を、新たに唐津市内小学校へ１人配
置し、県北部地区の指導体制強化を図った。
・学校からの申請により帰国子女等対応非常勤講師を延べ
103人配置し、個々の児童生徒の状況に応じた日本語指導
を実施した。
・各市町教育委員会の指導主事を対象とする研修会を実施
し、日本語指導を必要とする児童生徒への支援や対応につ
いて学校との共通理解を図った。

・今後、帰国・外国人児童生徒等が増加することを
見据え、引き続き日本語指導担当教員の定数拡充を
国に求めていく。
・日本語指導を必要とする児童生徒が在籍する学校
において、十分な日本語指導を受けることができる
体制の構築を一層進めていけるよう改訂版ＤＬＡの
利用促進や効果的な評価表の活用方法について検討
を行っていく。

教育振
興課

・児童生徒が個々の到達度に応じた個別最適な学習を可能
とするとともに、教員による生徒の英語力の把握に繋がっ
た。
・公開授業やそのダイジェスト動画の公開により、好事例
を普及することで指導法の改善に繋がった。
・英語デジタル教材の改修を行い、問題追加、日本語訳追
加を行った。活用数も増加し、児童生徒の英語力向上の一
助となった。

・各校種（小・中・高）での公開授業を通じて、１
人１台端末やデジタル教科書の活用に関する優れた
実践事例を発信し、教員の指導力を高める取り組み
を進める。
・佐賀県の強みであるＩＣＴ環境を活用して、デジ
タル教材による英語能力把握、学力向上、授業改善
を図る。

学校教
育課
教育DX
推進グ
ループ

・教職員対象の各種研修をオンラインまたはオンデマンド
で実施することによって、１人１台端末の効果的な活用に
ついての情報交換、事例発表が可能となった。
・クラウド型授業支援ソフトをすべての県立高校・中学校
（彩志学舎中を除く）で実証した。
・生徒のＩＣＴスキルを活かした創造的な情報発信力を育
成するために、動画制作やプレゼンテーションのセミナー
およびコンテストを行い、その成果が見られた。
・教職員のＩＣＴ活用事例を公募し、令和６年度は26件の
事例の応募があった。横展開しやすい優秀な事例について
は、「ＳＡＧＡ Eコネクト」のサイトで紹介し、広く周知
することで、教職員のＩＣＴを活用した指導力向上を図っ
た。

・教職員研修は、実践事例等の情報発信を行うこと
で、ＩＣＴを活用した個別最適な学びの実現を目指
す。
・授業支援ソフトのクラウド化については、全ての
県立高校・中学校（彩志学舎中を除く）にクラウド
型授業支援ソフトを導入し、利用の普及促進を図
る。
・セミナーとコンテストについては、昨年度の形態
を令和７年度も継承した形で実施する。
・ＩＣＴ活用事例については、部門別に審査を実施
することにより、校種やテーマに応じた評価を可能
にする。より多くの生徒、教職員の能力向上に繋げ
ることができるよう募集方法や広報活動の改善を図
る。

教育DX
推進グ
ループ

・留学・海外研修に必要な経費を一部助成することによ
り、中高生の留学等参加促進が図られた。
・県内学校と海外の交流先とのマッチングを行うことによ
り、新たに13校で国際交流活動が実現した。
・体験的外国語活動事業は、児童生徒が授業で学んだ外国
語（英語）を実際に活用する機会となっており、コミュニ
ケーション力の向上や外国語学習への意欲向上が図られ
た。

・留学等により、語学だけでなく、文化の違いや多
様な価値観を学ぶ経験は、語学力の向上や国際意識
の涵養を図る上で有為であるため、引き続き、中学
生及び高校生の留学等の支援を促進していく。
・あわせて、国際交流に関わる機会が増えるよう、
留学生の受入促進や学校交流の活性化に取り組む。
・体験的外国語活動については、より効果的なもの
になるよう改善を図っていく。

教育振
興課
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柱Ⅱ　自分らしく学べる「さがん学び」の推進　[その他の取組]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等 担当課

1

ＳＡＧＡ教
育DXスター
トアップ事
業

【概要】
教育DXの実現に向けた試行・検証事業として、実証校を定めて、学習活動と校務事務のデジタ
ル化を進める。
【実績】
・学習データのクラウド化
・デジタル採点支援システムの導入
・授業支援ソフトのクラウド化
・テレワークシステムの導入

教育DX推進グ
ループ

2
大学受験力
及び学力向
上推進事業

【概要】
令和４年度から年次進行で段階的に適用されている新学習指導要領に対応し、各学校が実施す
る教員の指導力の向上や学校の組織的指導体制の充実を図るための取組等を支援する。
【実績】
・教員研修支援　14校（85名）が参加
・スーパーティーチャー等による若手教員の指導力向上研修　４校、５名を対象に実施
・教育課程研究支援　研究指定校：１校（鳥栖工業高等高校）

学校教育課
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◎柱Ⅱ　自分らしく学べる「さがん学び」の推進　〔指標一覧〕

基準値 R5年度 R6年度 R6年度 R7年度 R8年度

R4年度 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値

小学校
77.2％

小学校
80.0％

割合の増加
を目指す。

小学校
82.9％

割合の増加
を目指す。

割合の増加
を目指す。

中学校
80.9％

中学校
81.9％

割合の増加
を目指す。

中学校
81.2％

割合の増加
を目指す。

割合の増加
を目指す。

小学校
7.0

小学校5.0
前年度より

縮小
小学校6.5

前年度より
縮小

前年度より
縮小

中学校
8.0

中学校7.5
前年度より

縮小
中学校8.0

前年度より
縮小

前年度より
縮小

小学校
79.2％

小学校
81.4％

前年度以上
小学校
86.5％

前年度以上 前年度以上

中学校
78.6％

中学校
80.5％

前年度以上
中学校
86.0％

前年度以上 前年度以上

小学校
54.9％

小学校
54.3％

前年度以上
小学校
47.4％

前年度以上 前年度以上

中学校
60.1％

中学校
55.2％

前年度以上
中学校
48.9％

前年度以上 前年度以上

国際交流での学校交流の
マッチング数

0校 新規５校 新規４校 新規13校 新規４校 新規４校
グローバル社会で生
きぬくＳＡＧＡ人材
づくり事業

教育振興課

児童生徒の日本語能力に
応じ「特別の教育課程」
を編成して指導する割合

100% 99.1% 100% 98% 100% 100%
帰国・外国人児童生
徒教育の推進支援事
業

教育振興課

小学校
94.4％

小学校
94.5％

前年度以上
小学校
99.3％

前年度以上 前年度以上

中学校
91.3％

中学校
93.5％

前年度以上
中学校
95.6％

前年度以上 前年度以上

小・中学校教育課程研修
会への参加者数の割合

－
小・中学校

99.1％
90% 100% 90% 90% 小・中学校教育課程

研修 学校教育課

小学校
82.7％

中学校
79.6％

小学校高学年において、
専科指導を１教科以上
行っている学校の割合

91% 100% 96% 100% 98% 100% 小学校教科担任推進
加配 学校教育課

ホストファミリー登録世
帯数

70世帯 80世帯 80世帯 83世帯 85世帯 90世帯
グローバル社会で生
きぬくＳＡＧＡ人材
づくり事業

教育振興課

市町担当指導主事研修実
施回数

１回 １回 ２回 ２回 ２回 ２回 指導方法工夫改善 学校教育課

指標名

課題の解決に向けて、自
分で考え、自分から取り
組んだ児童生徒の割合

全国調査の最上位の県と
の平均正答率の差

話し合う活動を通じて、
自分の考えを深めたり、
広げたりすることができ
ている児童生徒の割合

指標
区分

施
策
指
標

担当課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

関連事業名

全国学力・学習
状況調査を活用
した学力向上対
策事業

全国学力・学習
状況調査を活用
した学力向上対
策事業

全国学力・学習
状況調査を活用
した学力向上対
策事業

家庭・地域の教
育力向上推進事
業

学校教育課

学校教育課

成
果
指
標 調査や各種データなどに

基づき、教育課程を編
成、実施し、評価して改
善を図る一連のＰＤＣＡ
サイクルを確立している
学校の割合

授業時間以外に、普段、
１日に１時間以上学習す
る児童生徒の割合

全国学力・学習状況
調査を活用した学力

向上対策事業

分からないことや詳しく
知りたいことがあったと
きに、自分で学び方を考
え、工夫することができ
ている児童生徒の割合

前年度以上 家庭・地域の教育力
向上推進事業 学校教育課前年度以上
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柱Ⅲ　健やかな佐賀のこどもを育む教育の推進　[主な事業]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

1
学校体育
スポーツ
推進事業

【概要】
小・中学校の体育学習に対し、専門的な技術を有する外部指導者等の積極的な活用を支援する。
【実績】
・中学校の武道及びダンスの授業に、16校に授業協力者を派遣（派遣時間は８～11時間程度）
・小学校の体育授業に、15校に授業協力者を派遣（派遣時間は10～24時間程度）

2
子どもの
体力向上
推進事業

【概要】
子どもの体力向上を図るため、各種体力調査の結果をもとに各学校において改善に役立つ具体的方策を提案し支
援する。
【実績】
・「令和５年度佐賀県子供の体力・運動能力調査」の結果をもとに、学校で改善に役立つ具体的方策の提案、支
援（体力向上優良校等の表彰、スポーツチャレンジ）

3
ＳＡＧＡ
部活推進
事業

【概要】
学校と地域の連携を深めた新たな部活動のスタイル「ＳＡＧＡ部活」の体制を整備し、ＳＳＰ構想の推進と文化
芸術の振興を図る。
【実績】
・地域スポーツクラブ活動体制整備事業を活用した実践研究（佐賀市、多久市、基山町、白石町）
・ＳＡＧＡ部活指導者発掘・支援（民間委託業者による指導者９名発掘及び２件マッチング、指導者オンデマン
ド及び参集型研修の実施、全国大会等上位入賞者知事報告会の実施）
・部活サポーターの派遣（15校・全20名）
・スペシャルサポーターの招聘（世界で活躍している「スペシャルアスリート」や「スペシャルコーチ」（元日
本代表で現在チームの指導をしている方）等を招聘）
・ＳＡＧＡ部活ブランディング戦略策定業務（ＳＡＧＡ部活ブランディング戦略の策定、広報戦略の策定等）

4

クロスト
レーニン
グモデル
事業

【概要】
　専門競技以外の競技を取り入れるトレーニング“クロストレーニング”を行い、選手・チームのレベルアップ
を図る。また、多角的にスポーツを観る「視野」を養い、「新たな可能性にチャレンジすること」ができる人材
を育成する。
　当該事業で得た豊富なデータを様々な角度から検証・活用していくことで「スポーツ科」の授業を充実（特色
ある授業）させ、佐賀東高等学校の魅力アップ・唯一無二の学校づくりにつなげる。
【実績】
・佐賀東高校サッカー部１年生43名で実施
・週一回程度（月曜日）に陸上競技のトレーニングを実施
・西九州大学の協力による測定（クイックジャンプ、リバウンドジャンプ、50m走）
・陸上競技大会へ出場（７名参加：100ｍ５名　1,500ｍ２名）

5
人権・同
和教育充
実事業

【概要】
各学校の教職員が人権認識を深め、豊かな人権感覚を身に付けるための研修会を開催すると共に、最新の研究に
基づいた研修資料や教材を作成することを通して、児童生徒に豊かな人権の学びを届ける。
【実績】
・学校教育において、教職員を対象とした研修（７回）を開催。959人が参加。
・最新の研修資料・教材を開発し、共有するためのホームページの周知・活用を促進。

目指す未来の姿：こどもたちが、生涯にわたってたくましく生きるために、自らの健康や体力に関心を持ち、自ら進ん
で学び、実践する能力を身に付けている。また、自他の生命を尊重する心、他者への思いやりや社会性、倫理観や正義
感、感動する心など、豊かな心を身に付けている。
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・小中学校へ授業協力者を派遣。派遣を受けた学校
（小、中学校とも）からは、専門的な技術を有する外部
指導者による授業実施は効果的であるとの報告が多く、
満足度が高かった。

・児童生徒がより体育・保健体育を好きになったり、資
質・能力が高まるよう取組を進めていくとともに、教員
の指導力向上についても取り組んでいく。

保健体育
課

・「佐賀県子供の体力・運動能力調査」での体力向上優
良校等表彰による機運醸成やスポーツチャレンジ推進等
により、令和６年度調査において調査対象の小学校５年
生女子及び中学校２年生男子が全国平均を上回ることが
できた。

・児童生徒がより運動に興味関心をもち、運動の習慣化
が図られるよう引き続き体力向上に向けての取組を行っ
ていく。

保健体育
課

・ＳＡＧＡ部活については、指導者の確保や資質向上等
に取り組んだ。また、実践研究実施の４市町の取組は他
市町の部活動改革に対する取組のモデル事業となった。
・スペシャルアスリートやスペシャルコーチ招聘により
専門的な指導等を受けたことで、生徒や指導者からは喜
びの声が多く、生徒たちのやる気向上につながった。
・部活サポーター派遣については、生徒のニーズに応
え、教職員の心理的負担の軽減につながった。
・ＳＡＧＡ部活ブランディング戦略策定業務により、保
護者等にも共感を得やすいＳＡＧＡ部活とは何かの説明
やロゴマーク等が完成した。

・ＳＡＧＡ部活については、引き続き市町の共通の課題
となっている指導者確保や指導者の資質向上を図ってい
く。また、ＳＡＧＡ部活に対する県民への共感を得るた
めの取組を進めていく。
・実践研究や部活サポーター及びスペシャルサポーター
については、引き続き、外部人材の積極的な活用等によ
り今後も更なる充実を図っていく。

保健体育
課

・測定により、敏捷性・瞬発性・スプリント力などサッ
カー競技に必要な能力が向上が確認できた。結果、チー
ムのレベルアップにつながった。
【大会成績】
　第46回九州高校U-17サッカー大会　第３位
※佐賀東高校は１年生主体（スタメン７名が１年生）
・専門以外の競技に取り組むことで自身の可能性が広が
ると感じた生徒は、87％【※「とても思う（60％）」、
「思う（27％）」】と割合が高かった。また、今後もト
レーニングを継続したいという意見も多く、「新たな可
能性にチャレンジする」人材を育成することができた。

・生徒は、効果検証等を通して自ら考え、課題の解決を
行い、競技力向上につなげるとともに、多角的にスポー
ツに関わる視点を養う。また、学校は、生徒の探求心を
育むと同時に、スポーツ科の特色や魅力を高めた唯一無
二の学校づくりにつなげていく。

保健体育
課

・開発した研修資料、教材の活用が進み、学校における
人権・同和教育の推進を図ることができた。

・全ての子どもたちが自分らしく、安心して学ぶことが
できるよう、引き続き教職員の人権認識・人権感覚を高
める取組を推進していく。

人権・同
和教育室
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柱Ⅲ　健やかな佐賀のこどもを育む教育の推進　〔その他の取組〕

＜その他の取組＞

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等 担当課

1
運動部活動外
部指導者派遣
事業

【概要】
専門的な知識・技術を有する運動部活動外部指導者を県内の高等学校に派遣し、運動部活動の充
実を図る。
【実績】
・地域のスポーツ指導者等を活用した運動部活動の指導体制の構築
・高校の運動部活動へ外部指導者を17校に23人派遣（派遣回数は22～24回程度）

保健体育課

2
学校スポーツ
競技力向上推
進事業

【概要】
学校スポーツ競技力向上推進事業では、１競技種目を対象に、選手の発掘及び指導体制の充実・
強化を図る。
【実績】
・選手強化及び中高一貫指導体制の強化、拠点強化(１競技種目)

保健体育課

3
学校給食費等
支援事業

【概要】
学校給食等にかかる原材料費の増額分を負担し、給食等の質や保護者負担等に転嫁することな
く、これまでと同等の給食等の提供を行う。
【実績】
・エネルギー・食料品価格の上昇に伴う給食等の原材料の高騰分を支援（特別支援学校８校、夜
間定時制高等学校５校、県立中学校４校）

保健体育課

4
性教育推進事
業

【概要】
性に関する正しい知識を身につけた心身ともにすこやかな子どもを育成するため、学校における
性に関する指導の推進を図る。
【実績】
・県立学校及び市町立中学校、希望する小学校で実施される講演会への講師派遣

保健体育課

5
県立学校にお
ける生理用品
配置事業

【概要】
県立学校の女子トイレ等に生理用品を配置することで、生徒がより安心して生理用品を利用でき
るようにする。
【実績】
・県立学校の女子トイレ等に生理用品の配置

保健体育課

6
部活動指導員
活用事業

【概要】
公立中学校に部活動指導員を配置し、効果的に活用することにより、生徒のニーズに応じた技術
サポートを行うとともに、部活動に従事する教員の負担軽減を図る。
【実績】
・17市町40校へ85人、県立中学校１校へ１人の配置

保健体育課

7
社会人権・同
和教育充実事
業

【概要】
社会人権・同和教育の推進充実を図るため、市町における指導者の養成及び資質の向上をねらい
とし、研修会等を開催する。
【実績】
・社会教育において、指導者養成講座（年８回）や地区別研修会（５地区）など、人権・同和教
育指導者向け研修を実施。305名が受講。
・市町において、児童生徒を対象とした人権総合学習事業を実施。
・人権に関する活動をしている方々とのネットワークづくりを進めた。

人権・同和教
育室
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◎柱Ⅲ　健やかな佐賀のこどもを育む教育の推進　〔指標一覧〕

R5 R6年度 R6年度 R7年度 R8年度

実績値 目標値 実績値 目標値 目標値

小５男子
52.70点

(全国52.28点)
52.78点

小５男子
52.33点

（全国52.53点）

小５女子
54.73点

(全国54.31点)
54.42点

小５女子
53.98点

（全国53.92点）

中２男子
42.09点

(全国41.04点)
42.32点

中２男子
42.51点

（全国41.86点）

中２女子
48.88点

(全国47.42点)
47.32点

中２女子
47.30点

（全国47.37点）

小５
88.6％

小５
86.5%

小５
84.6%

中２
64％

中２
86.5%

中２
83.6%

「健康は何よりも
大切だ」と答えた
全国の児童生徒の
割合

小５
82.1％

小５
92.95%

小５
92.0%

中１
83.1％

中１
95.33%

中１
93.6%

「保健で学習した
ことを、自分の生
活に活かしてい

る」と答えた全国
の児童生徒の割合

小５
76.4％

小５
78.54%

小５
76.8%

中１
69.3％

中１
76.96%

中１
76.6%

部活動改革検討委
員会を立ち上げて
いる市町の割合

－ － － 95% 90% ＳＡＧＡ部
活推進事業

保健体育
課

外部講師等（がん
教育教材パッケー
ジ利用を含む）を
活用したがん教育
を実施した割合

－ 100% 100% 100% 100% 100% がん教育総
合支援事業

保健体育
課

性に関する指導支
援事業を実施した
学校の割合

100% 100% 100% 100% 100% 100% 性教育推進
事業

保健体育
課

全国平均値以上を
目指す

指標
区分

指標名 R4基準値

施
策
指
標

関連事業名 担当課

命と健康の大切さ
を理解し、自分の
健康に関して、自
分で考え、行動す
ることができた児
童生徒の割合

・性教育推
進事業
・がん教育
総合支援事
業

保健体育
課

全国体力調査にお
ける体力合計点

子どもの体
力向上推進

事業

健康に良い食事を
している児童生徒
の割合

前年度
以上

前年度
以上

前年度以上
前年度
以上

前年度
以上

・学校給食
費等支援事
業
・栄養教諭
等研修事業

保健体育
課

全国平均値
以上を目指

す

保健体育
課

前年度以上
前年度
以上

前年度
以上

成
果
指
標

前年度以上
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柱Ⅳ　誰もが安心して学べる「さがすたいるスクール」の推進　[主な事業]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

1

特別支
援教育
推進事
業

【概要】
障害のある児童生徒等の自立と社会参加を一層推進していくために、特別支援学校、幼稚園、小・中・学
校、高等学校における特別支援教育の推進を図る。
【実績】
・ジョブティーチャーの派遣 137回
・特別支援学校生徒の企業現場における作業学習の実施  276回
・特別支援教育スキルアップ研修参加者数　1,086人

2

特別支
援教育
エリア
リー
ダーの
拡充

【概要】
県東部に１人配置している特別支援教育エリアリーダーを県内３地域に配置拡大することにより小中学校の
インクルーシブ教育の集中的な強化を図るとともに、学校現場へのノウハウ定着を促進する。
【実績】
・特別支援教育エリアリーダー配置　３人　令和５年度～令和７年度（2023年度～2025年度）
・特別支援教育エリアリーダー対応件数　251件（令和６年度）

3

特別支
援学校
におけ
る医療
的ケア
支援事
業

【概要】
医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職防止に資するため、看護師の配置等による看
護体制の整備する。
【実績】
・医療的ケア看護職員（会計年度任用職員）の配置　40人（令和６年度 ７校の合計人数）

5

いじめ
対策等
外部人
材活用
事業

【概要】
いじめ問題等、生徒指導上の諸課題の早期解決に向けた取組強化のため、専門的見地から教職員への助言や
児童生徒への指導を行うなど、学校内外で生徒指導の支援ができる人材「生徒指導支援員」を配置する。
【実績】
元警察官を生徒指導支援員として学校に派遣し、いじめ問題等に係る学校支援を充実
配置人数　５人、勤務日数 月16日、配置場所　教育事務所・支所

目指す未来の姿：学びを必要とする誰もが、それぞれの個性や多様な価値観が尊重される場で、安心して学ぶことができ
ている。

4

不登校
対策総
合推進
事業

【概要】
不登校児童生徒の社会的自立や学校復帰に向けて、個々の状況に応じた効果的な段階的支援の充実を図る。
【実績】
・県教育センターの教育支援センターに指導員を配置　２人
・県教育センターに教育相談の専門家を配置  ２人
・小・中学校が独自に校内に設置する別室に、常駐する学校生活支援員を配置する市町に対する補助13市町
27校
（鳥栖市４校、吉野ヶ里町４校、小城市３校、武雄市３校、神埼市２校、嬉野市２校、有田町２校、基山町
２校、上峰町、大町町、江北町、鹿島市、白石町　各１校）県立中学校が独自に校内に設置する別室に、常
駐する学校生活支援員を配置する学校に対する補助１校（唐津東中）
・民間団体と協働による学校復帰が困難な不登校児童生徒等に対する訪問支援　訪問回数2,268回
・スクールソーシャルワーカーの配置による関係機関との連携強化25人（総時間数17,865時間）
・県教育支援センターに不登校対応コーディネーターを配置し関係機関との連携強化
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

令和６年度の障害のある児童生徒に対する個別の指導
計画の策定率（小学校、中学校、高等学校）は95％と
なり、昨年度より上昇したものの目標を達成すること
ができなかった。

令和６年度の特別支援学校高等部生徒における就職率
（就職者の割合）は38.4％となり、目標を達成するこ
とができなかった。

引き続き学校長に対して計画策定の要請を行い、あ
わせて特別支援教育コーディネーター地区別連絡協
議会において、作成についての講義を行うととも
に、各種研修会において、作成の働きかけを行う。
引き続き生徒の企業現場における作業学習や就業体
験を実施し、特別支援学校高等部生徒における就職
率（就職者の割合）の向上を図る。

特別支援教
育室

特別支援教育エリアリーダーの指導・助言により、困
難事例への対応など学校現場の対応力を強化すること
ができた。

特別支援教育エリアリーダーに代わり、これまで養
成をしてきた地域の特別支援教育の核となる教員で
ある特別支援教育アドバイザーを活用し、学校現場
へのノウハウ定着、ひいては学校現場の対応力強化
に努める。

教職員課
特別支援教
育室

特別支援学校７校において医療的ケア看護職員を配置
（雇用）し、看護体制の整備を行った。

引き続き、医療的ケアアドバイザー（看護師）を配
置（雇用）し、学校の現状分析等を通じた運用面の
工夫を行うなど、看護体制の充実を図る。

教育総務課
特別支援教
育室

・「生徒指導支援員」による児童生徒、保護者及び教
職員に対する助言等、いじめ問題の早期解決に向けた
支援などにより、学校全体の対応力の向上につながっ
た。
・平常時の校内巡回等により、未然防止につながっ
た。

・教職員だけでは対応できないいじめ問題に対し、
未然防止、早期対応、早期解決に向けて、今後も、
学校内外で「生徒指導支援員」による支援を継続し
ていく。
・いじめの早期発見・早期対応のためには組織的な
対応が不可欠であるため、引き続き具体的な事例を
用いて、法の理解の促進と対応力向上を図るための
研修を継続する。

生徒支援室

・スクールソーシャルワーカー等の外部専門員や、別
室登校に対応する生活支援員等を各校に適切に配置す
ること等により、不登校児童生徒の個々の状況に応じ
た段階的支援を行った。
・学校内外の機関等において相談・指導を受けた児童
生徒数の割合が、小学校については86.2％で目標の基
準値85.0％を上回ったものの、中学校については
76.6％で目標の基準値81.0％を下回った。

・引き続き「不登校対策総合推進事業」に取り組
み、市町教育委員会及び関係機関と連携しながら支
援の充実を図る。
・「別室における学校生活支援事業」については、
不登校児童生徒一人一人の状況に応じた支援の充実
を図る。
・「スクールソーシャルワーカー活用事業」におい
て、夜間中学も含めた県立学校の時数を増加し、支
援体制の充実を図る。

生徒支援室
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事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

7

学校安
全教室
推進事
業

【概要】
幼小中高特支（公立小中高特支は悉皆）の学校安全担当者を対象にオンデマンドによる学校安全教育指導者
研修を行うことで、教職員の学校安全に対する意識の向上と安全教育の指導力の向上を図る。
【実績】
・実施期間：令和６年８月１日～９月30日
・参加者　：304人

8

特別支
援学校
整備事
業

【概要】
児童生徒数が増加している特別支援学校において、教育環境の改善を図るため、敷地内の安全対策及び教室
不足改善のための施設整備を行う。

【実績】
・金立特別支援学校：教室棟解体新築等に係る設計
・大和特別支援学校：児童生徒の登下校時の安全確保のための工事（校内道路拡張、歩車分離）、仮校舎の
設置

9

鳥栖特
別支援
学校整
備事業

【概要】
障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じたきめ細やかな教育、地域のセンター的機能など鳥栖・
基山地区の特別支援教育の更なる充実を図るため、令和６年３月に閉園した九千部学園を有効活用し、小中
高等部生を受け入れる特別支援学校を整備する。（障害種別：知的障害　就学区域：鳥栖市、基山町）
【実績】
・小中学部・特別教室棟、食堂・厨房棟等の増築及び既存棟の改修
・増築等に係る事前家屋調査

10

県立夜
間中学
設置事
業

【概要】
令和６年４月に佐賀北高等学校通信制校舎内に夜間中学である「佐賀県立彩志学舎中学校」を開校した。

【実績】
・開校に必要となる設備の整備
・入学希望者を対象とした説明会や体験授業の実施
　（８月と10月に計４日間開催、延べ58名が参加）
・職員研修　等

6

スクー
ルカウ
ンセ
ラー等
配置事
業

【概要】
学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、スクールカウンセラーを配置する。また、県立高校に
在籍する障害のある生徒の学校生活に必要な活動を支援するため、特別支援教育支援員等を配置する。
【実績】
・スクールカウンセラーを公立小中学校及び県立学校に配置し、学校におけるカウンセリング等の機能を充
実
（公立小中学校）
スクールカウンセラー58人（小学校12,050時間、中学校12,228時間）
（県立高校・特別支援学校）
スクールカウンセラー13人（4,160時間）
・特別支援教育支援員（学習支援員）　６人
・入院時学習支援員　０人
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・各学校の学校安全担当者を対象に子どもの防犯に係
る安全研修を行い、各学校における学校安全の取組の
充実を図ることができた。

引き続き、各学校の学校安全担当者を対象に、交通
安全・防犯・防災・心肺蘇生法等に関するオンデマ
ンド研修を行い、危機対応に必要な知識を習得させ
る。

生徒支援室

計画通り事業を実施し、大和特別支援学校敷地内の安
全対策及び金立特別支援学校・大和特別支援学校にお
ける教室不足改善に向けた整備を進めた。

引き続き計画に沿って事業を実施し、特別支援学校
における教育環境の改善に努める。

教育総務課
特別支援教
育室

計画通り事業を実施し、鳥栖特別支援学校の増築及び
既存棟の改修を進めた。

令和８年４月の開校に向けて計画に沿って事業を実
施し、特別支援学校における教育環境の改善に努め
る。

教育総務課
特別支援教
育室

・県内初となる県立夜間中学「彩志学舎中学校」の開
校に向けて、より多くの方々に彩志学舎中学校の情報
を発信するとともに、入学希望者を対象とした学校説
明会や体験授業を開催した。その結果、令和６年４月
の開校時に15名の方が入学された。令和７年７月31日
現在、23名の生徒が在籍している。

個性や多様な価値観を尊重し、目標に向かって進む
生徒を応援する学校づくりを推進し、県立夜間中学
「彩志学舎中学校」の学びを充実させることで、県
民の学びたいというニーズに対応していく。

学校教育課

・不登校児童生徒に対する継続的なカウンセリングや
教職員との情報共有により、一人一人の状況に応じて
関係機関を紹介するなど、個に応じた支援を検討する
ことができた。
・「ストレスマネジメント」や「SOSの出し方に関す
る教育」などの心理教育プログラムの実践を推奨して
おり、取組指標である実施校の割合が、小学校につい
ては43.3％で基準値54.4％を下回ったが、中学校につ
いては58.0％で基準値50.6％を上回り、高校について
も67.5％で基準値61.4％を上回って、困難への対処法
についてのスキルアップにつながった。
・学習に係る支援を行う支援員を太良高校と厳木高校
に３名ずつ配置した。障害を持つ生徒の学習を助ける
とともに、教員の負担軽減につながった。
・入院時学習支援員の配置はなかった。

・不登校生徒への支援については、一人一人の状況
に応じた支援が必要であり、学校内だけでその役割
を果たすことは困難であることからも、今後は学校
外の機関等との連携をより一層充実させていく。
・スクールカウンセラーによるアセスメントの充実
や、スクリーニング等による状況把握やＩＣＴを活
用した心身の健康状態のチェック等により適切に状
況を把握し、一人一人の状況に応じた支援につなげ
られるよう、周知を図る。
・令和７年度から、学習支援員を配置しする対象校
を彩志学舎と必要な学校に拡大。また、医療的ケア
が必要な生徒に対して看護師を配置できるようにし
ている。
・入院時学習支援員については、必要に応じて配置
できるよう準備しておく。

生徒支援室
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柱Ⅳ　誰もが安心して学べる「さがすたいるスクール」の推進　〔その他の事業〕

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等 担当課

1

県立特別支
援学校にお
けるスクー
ルバス運行
事業

【概要】
自力での通学が困難な県立特別支援学校の児童生徒の通学を支援するとともに、保護者等
の通学に係る負担軽減を図るため、スクールバスを運行する。
【実績】
・自力での通学が困難な児童生徒の通学支援　特別支援学校６校（金立、大和、中原、伊
万里、唐津、うれしの）

特別支援教育室

2
スクールロ
イヤー活用
事業

【概要】
専門知識を有する弁護士（スクールロイヤー）から、中立の立場で学校が行うべき法律上
適切な対応について指導助言を受けることで学校が抱える諸課題の解決を図るとともに、
児童生徒対象の出前講座や教職員研修を通じて法的側面からのいじめ予防教育を行う。
【実績】
・法的相談（学校教育に係る案件に対する法的な助言）：９回
・出前講座（生徒向けの出前講座）：０回
・教職員研修（いじめ防止等に係る教職員向け研修）：２回

生徒支援室
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◎柱Ⅳ　誰もが安心して学べる「さがすたいるスクール」の推進　〔指標一覧〕

R5 R6年度 R6年度 R7年度 R8年度

実績値 目標値 実績値 目標値 目標値

64.7％
（小６）

67.5％
（小６）

64.7％
（小６）

66.1％
（中３）

66.1％
（中３）

64.2％
（中３）

障害のある児童生徒に対する
個別の指導計画の策定率（小
学校、中学校、高等学校）

94% 93% 100% 95% 100% 100% 特別支援教
育推進事業

特別支援教育
室

特別支援学校高等部生徒にお
ける就職者率

42.9％
（R３年度）

42.9%
基準値
以上

38.4%
基準値
以上

基準値
以上

特別支援教
育推進事業

特別支援教育
室

県立夜間中学の開校 －

―
※開校準備

（改修工事、広
報活動　等）

開校
R６.４.１

開校
－ － 県立夜間中

学設置事業
学校教育課

小学校
85.0％

87.8％
（小学校）

86.2％
（小学校）

中学校
81.0％

78.6％
（中学校）

76.6％
（中学校）

いじめの解消率 85.2% 83.9%
基準値
以上

83.9％
(R5実績値)

基準値
以上

基準値
以上

いじめ対策
等外部人材
活用事業

生徒支援室

災害時において取るべき行動
について正しく理解している
児童生徒の割合

90% 81.10%
基準値
以上

88.75%
基準値
以上

基準値
以上

学校安全総合支
援事業 生徒支援室

交通事故防止に向けてとるべ
き行動を正しく理解している
児童生徒の割合

90% 90.42%
基準値
以上

94.65%
基準値
以上

基準値
以上

学校安全総合支
援事業 生徒支援室

特別支援学校へのジョブ
ティーチャー派遣

148回 128回 前年度並 137回 前年度並 前年度並 特別支援教育推
進事業

特別支援教育
室

特別支援学校生徒の企業現場
における作業学習の実施

248回 232回 300回 276回 300回 300回 特別支援教育推
進事業

特別支援教育
室

特別支援教育スキルアップ研
修参加者数

840人 1,088人 840人 1,086人 840人 840人 特別支援教育推
進事業

特別支援教育
室

担当課

－

生徒支援室

学校内外の機関等において相
談・指導を受けた不登校児童
生徒数の割合

関連事業名

割合の増加
を目指す

割合の増
加を目指

す

割合の増
加を目指

す

基準値
以上

基準値
以上

基準値
以上

不登校対策
総合推進事
業

生徒支援室

成
果
指
標

R4基準値
指標
区分

指標名

困りごとや不安があるとき
に、先生や学校にいる大人に
いつでも相談できると感じて
いる児童生徒の割合

施
策
指
標
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柱Ⅴ　教育ＤＸの推進と学びを支える環境づくり　[主な事業]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

3
公立学校
情報機器
整備事業

【概要】
国策であるＧＩＧＡスクール構想の第２期を見据え、各市町で整備された「１人１台端末」の更新を行
い、より一層の活用を促進し、個別最適な学びを実現する取組を加速させるため、県が基金を造成し、
国から補助金（基金造成経費）を受け入れ後、県が基金運営を行いながら、市町の共同調達の支援及び
費用の補助を行う。
・市町の１人１台端末更新に係る費用について補助を行う。
・視覚や聴覚、身体等に障害のある児童生徒の障害に対応した入出力支援装置の県立学校への整備及び
市町に対し補助を行う。
【実績】
◆市町の１人１台端末更新に係る補助
◆入出力支援装置整備及び市町への補助
※最終的な更新判断は各市町で実施、補助の遅延や申請漏れ等は無し。

目指す未来の姿：教育ＤＸが進展するなか、優秀な教職員が確保・育成されるとともに、安全・安心で質の高い学習環境
が確保されるなど、こどもたちの学びを支える環境が整備されている。このことを通じて、「誰もが　いつでも　どこで
も　誰とでも　自分らしく学ぶことができる　こども主体の教育」が実現している。

2

次期教育
情報シス
テム整備
事業

【概要】
令和８年度末で利用期限となる「教育情報システム」について、令和９年度以降の利用に向け、当該シ
ステム及び周辺インフラ（ネットワーク、セキュリティ等）の整備を行う。
佐賀県の教育ＤＸを実現するシステムを構築するため以下のコンセプトを設定し業務を進めていく。
①校務系ネットワークと学習系ネットワークの統合による教職員端末の１台化
②校務支援システム及び周辺システムのクラウド化
③教職員のテレワーク
④ダッシュボード機能による学習・指導の支援
⑤ゼロトラストによるセキュリティ対策
＜業務スケジュール＞
令和６年度　基本設計
令和７～８年度　詳細設計・開発・移行
令和９～13年度　次期システム本稼働・運用保守（５年）
【実績】
令和６年度は基本設計業務を行い、次期教育情報システムで目指すべきコンセプトの実現方法の検討を
実施し、基本設計書を作成した。

1

ＳＡＧＡ
ハイス
クールＤ
Ｉ人材育
成事業

【概要】
県、県内企業、金融機関、高等教育機関が連携して、将来佐賀で活躍するデジタル人材や起業家を育成
するプログラム。県内７カ所の学びの場で、企業や高等教育機関から派遣されるハイレベルな伴走コー
チから、３年間をかけて半導体回路設計、プログラミング、データサイエンス、ＡＩなどの「最先端デ
ジタル技術」や「佐賀に貢献したいというマインドを育てる地元学」を学ぶ。

【実績】
・令和６年５月に連携協定式・キックオフイベント実施
・ベーシックプログラムは、100名で開講（総応募数19校 138名）
・ベーシックプログラムとして、講義（５月～11月　週１回程度　20回）、特別講義（４回　有明高
専・佐賀大学）を実施
・アドバンストプログラムとして、講義（１月～２月　週１回程度　５回）を実施
・12月に佐賀県高校生ＤＩ選手権大会を実施
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・国からの事務運営費（県用）を活用し、県で共同調達
に関する支援業務委託事業者を調達し、経済的で効率的
な手法について事業者の支援を受けながら、共同調達業
務を実施した。支援業務では、市町ヒアリング、共同調
達仕様書の提案や他県事例の収集等を実施してもらい、
佐賀県が検討するための情報の効率的な収集となってい
る。
・国の補助金の交付条件に従い、定例の共同調達会議を
実施し、最適な調達方式を市町と協議の上決定してい
る。
・国の補助金の交付条件に従い、共同調達（一般競争入
札）により端末の調達を実施しており、最も安価な事業
者を契約相手として選定している。

以下のような対応を検討しながら、効率的且つ効果
的な共同調達を推進していく。
・他県の事例を参考に、保守サービスやキッティン
グ等のオプション仕様も含めるような調達仕様案を
作成し、前広に協議する。
・納期を意識して、遅延リスクの低いスケジュール
や調達方式を検討する。
・調達仕様決定や調達のスケジュールを事前に計画
し、市町と認識合わせを早めに実施する。

教育DX推進
グループ

・受講生アンケートより、受講生の高い満足度とモ
チベーションの向上が達成できている。
・佐賀県高校生ＤＩ選手権として、半導体回路設
計、プログラミング、データサイエンス・ＡＩ、３
Ｄモデリングの学びをアウトプットする１年の集大
成イベントを実施。データ活用、クリエイティブな
思考、創造力などの技術面はもちろん、チーム競技
においては、課題解決や協調性、プレゼンテーショ
ン能力を競うことができた。審査員からは半導体回
路設計のスピード、ＡＩによる画像認識の正確性、
プレゼンテーション力の高さに驚きの声があり、今
後の成長を期待する意見をいただいた。
・修了要件を満たした74名の受講生に修了証（活動
実績証明書）を発行した。

・各プログラムを継続実施する。
・第１期生を対象とするアドバンストプログラム、
マスタープログラムでは、コースごとに課題解決学
習を取り入れ、プロジェクト開発・制作を通じて、
実社会での応用力を養成するカリキュラムの開発を
行う。また、８月「ものスゴフェスタ」内での佐賀
県高校生ＤＩ選手権大会を実施する。
・拠点でのカリキュラムに留まらず、特別講義やイ
ベントの企画・実施を通じて、地域内の人材循環を
促進し、地元企業や教育機関と連携を強化してい
く。
・令和８年度全国高校生ＤＩ選手権大会の開催に向
け、競技内容の検討、参加者の募集、広報活動の展
開を開始する。

教育DX推進
グループ

・本業務を委託するにあたっては有識者の意見を踏
まえながら仕様書を作成し、総合評価一般競争入札
により事業者を選定することで競争性を確保した。
・基本設計業務を行ううえでは専門チームごとに業
務を実施し、関係者に広くヒアリングを実施するな
どの手法により効率的に業務を実施した。
・基本設計段階であるため今後の動き次第ではある
が、目指すべきコンセプトの実現手法を整理した。

・ゼロトラストセキュリティによるクラウド型シス
テムの導入は前例が豊富にあるわけではないため、
特にセキュリティ対策が課題である。
・令和７年度以降の詳細設計・開発のフェーズでは
利便性とセキュリティを意識して構築を進める。
・利便性とセキュリティを意識して詳細設計・開発
を進める。

教育DX推進
グループ
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事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

6
学習用PC
整備関連
事業

【概要】
県立高校の生徒用学習用ＰＣの整備、必要なライセンス等の調達、ヘルプデスク業務委託を通じた学校
におけるＩＣＴ活用教育支援等を実施する。
ＩＣＴ機器のトラブル等への迅速な対応、教職員の負担軽減等のため、ヘルプデスク現地員の配備やＩ
ＣＴ機器の機能強化等に取り組み、授業に専念できる一定の環境を整備する。
【実績】
　・県立高校学習用PCリース及び修繕、マイクロソフトライセンスに係る経費
　・特別支援学校用PCリース
　・コールセンター及び現地員による障害受付等への対応のためのヘルプデスク業務委託経費

7
教員業務
支援員配
置事業

【概要】
県内の市町立学校、県立中学校及び特別支援学校において、地域の人材を教員業務支援員（旧称スクー
ル・サポート・スタッフ）として配置し、教員の専門性を必要としない業務に従事することで、教員の
負担軽減を図る。
【実績】
・教員の業務の支援に従事し、負担軽減を図る教員業務支援員の配置

5

ＧＩＧＡ
スクール
構想支援
事業

【概要】
県内20市町におけるＧＩＧＡスクール構想の本格実施を受け、各市町立学校におけるＩＣＴ活用教育の
推進を支援する。
【実績】
・エリアコーディネーターの配置(２名）
・エリアリーダーの配置（20名）
・活用が進んでいない学校への１人１台端末活用研修(19校)
・研究指定校(３校)での研究の推進
・モデル授業公開、研修会の実施(ST授業８回、エリアリーダー11回、活用力向上研修２回)

4

ＳＡＧＡ
教育ＤＸ
スタート
アップ事
業

【概要】
教育DXの実現に向けた試行・検証事業として、実証校を定めて、学習活動と校務事務のデジタル化を進
める。
【実績】
・学習データのクラウド化
・授業支援ソフトのクラウド化
・デジタル採点支援システムの導入
・テレワークシステムの検証
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・ＩＣＴ機器の整備については、機器のトラブル等
への迅速な対応、教職員の負担軽減など、授業に専
念できる一定の環境整備を図った。
・県立高等学校の学習用端末の更新整備（令和７年
度新入生分）を行った。
・ヘルプデスク現地員の配備やＩＣＴ機器等の整
備・機能強化等に取り組むことにより、各学校に応
じた支援及び改善が実現できている。

・引き続き、ＩＣＴ活用による教育内容の充実に向
けて、ヘルプデスク現地員の配備や、県立高等学校
の学習用端末の更新整備（令和７年度新入生分）な
どＩＣＴ機器等の整備・機能強化等に取り組む。

教育DX推進
グループ

・補助事業の利用申請があった13市町に対して、配
置に係る補助を行い、78校、95名の教員業務支援員
が配置された。
・県立学校においては、県立中学校及び特別支援学
校12校に12名の教員業務支援員を配置した。
・配置校の教員の業務負担を軽減することができ
た。

国の補助事業を活用しながら、配置を希望する市町
に対し、配置支援を継続するとともに、県立学校に
おいても県立中学校及び特別支援学校への配置を継
続していく。

教職員課

・教職員のニーズが高い授業公開研修を中心に、オ
ンラインでの研修、実際にアプリケーションを活用
する研修など、多様な研修を行った。研修に対する
満足度も非常に高く、受講者の活用への意欲を高め
ることができた。
・令和５年度１人１台端末の活用状況調査（県独自
調査）２回目の結果をもとに、端末活用が進んでい
ない学校を重点支援校と位置付け、各学校に出向い
て研修を行い、研修後の受講者アンケートでは満足
度が90％を超える高い結果が得られた。
・令和６年度１人１台端末の活用状況調査（県独自
調査）結果において、小学６年生の「授業での活
用」において、週３回以上使用した割合が64.4％で
全国の59.5％を上回った。

引き続き、教職員のニーズを把握しながら、先進的
な事例の情報を収取し、ＳＴやエリアリーダーを活
用した授業公開研修、端末の活用が進んでいない重
点支援校での研修を展開していく。また、教育ＤＸ
通信「DX-Eさが」を通して、学校での実践や取り組
んだコンテンツの情報発信、リーディングＤＸス
クールに指定された武雄市の取組や研究指定校（東
脊振小、外町小、武雄中）での実践紹介、学校組織
としての取組事例の紹介等を行っていく。

教育DX推進
グループ

教育DX推進
グループ

・学習データのクラウド化については、校舎制を導
入している県立高校から指定校を定め実証を行っ
た。使用した教職員のアンケートでは、「資料印刷
の負担が減った」「データの共同編集ができるよう
になった」「自宅にいる生徒に対しても教材を送付
できるようになった」などの評価を得ることができ
た。
・クラウド型授業支援ソフトをすべての県立高校・
中学校（彩志学舎中を除く）で実証した。
・デジタル採点支援システムは、使用者の72％が採
点時間が短縮したと回答している。定期考査に限ら
ず、模擬試験や小テストでの活用も見られ、様々な
形での成績分析のフィードバックが可能となった。
・テレワークシステム実証校においては遠距離通勤
者、子育て世代、介護者を持つ教職員等がテレワー
ク端末を利用し、実際に自宅で校務を行った。使用
した教職員のアンケートでは、臨時休校や感染症罹
患時にも活用ができ、非常に役立つとの評価を得
た。

・授業支援ソフトのクラウド化についてはすべての
県立高校・中学校（彩志学舎中を除く）に導入し、
教室内の生徒だけでなく自宅等など教室外で授業を
受ける生徒にも画面を配信できるようにする。学習
データのクラウド化については全県立学校を対象と
し、より実践に近い環境での実証を行う。
・デジタル採点支援システムは、全県立高校・中学
校（彩志学舎中を除く）に導入し、積極的な活用に
向けて推進していく。
・テレワークシステムは、実証を令和８年度まで継
続し、その有用性と改善点を検証する。
・普及、展開促進のために、サポートサイトを開設
し、研修マニュアルや研修動画の視聴、問い合わせ
等、教職員を支援する環境を整える。
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事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等

8

佐賀県教
育関係職
員採用選
考試験実
施事業

【概要】
佐賀県公立学校教員として採用する候補者を決定するため教員採用選考試験を実施する。
【実績】
教員等採用候補者選考試験の実施（令和６年度実施）
・教員採用選考試験受験者数   791人
・採用候補者名簿登載者数　小学校教諭：211人、中学校教諭：102人、高校教諭：51人、その他：45人

9
教員研修
事業

【概要】
教員の資質能力の向上について、より効果的・効率的に取り組むために教員研修計画を作成し、その研
修計画に基づいた研修を実施し、本県教員が更に高い教育を提供できるようにする。
【実績】
経験年数別研修の実施（対象者数）
・初任者研修 318人、２年目研修 342人、３年経験者研修 333人
　中堅教諭等資質向上研修 154人
職務別研修・課題別研修（対象者数※教育センター所管分）
・職務別研修774人、課題別研修182人
希望等研修（対象者数※教育センター所管分）
・3,706人

10

長期保全
整備事業
（FM関
係）

【概要】
「佐賀県立学校施設長寿命化計画」（Ｈ31年３月策定）に基づき、学校施設の計画的な保全工事等を行
い、施設の長寿命化を推進する。
【実績】
・県立学校の長期保全整備　24校

11
特別支援
学校整備
事業

【概要】
児童生徒数が増加している特別支援学校において、教育環境の改善を図るため、敷地内の安全対策及び
教室不足改善のための施設整備を行う。

【実績】
・金立特別支援学校：教室棟解体新築等に係る設計
・大和特別支援学校：児童生徒の登下校時の安全確保のための工事（校内道路拡張、歩車分離）、仮校
舎の設置

12
鳥栖特別
支援学校
整備事業

【概要】
障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じたきめ細やかな教育、地域のセンター的機能など鳥
栖・基山地区の特別支援教育の更なる充実を図るため、令和６年３月に閉園した九千部学園を有効活用
し、小中高等部生を受け入れる特別支援学校を整備する。（障害種別：知的障害　就学区域：鳥栖市、
基山町）
【実績】
・小中学部・特別教室棟、食堂・厨房棟等の増築及び既存棟の改修
・増築等に係る事前家屋調査

13
奨学のた
めの給付
金事業

【概要】
高校生等がいる低所得世帯に対して、奨学給付金を給付することにより、保護者の負担軽減を図る。ま
た、物価高騰により増加した学用品等に係る負担軽減のため、上乗せ給付を行う。
【実績】
・全日制、定時制：（通常分）2,332名、（上乗せ分）2,238名
・通信制：（通常分）71名、（上乗せ分）68名

14
産業教育
設備整備
事業

【概要】
専門学科高校等の実験・実習設備の整備・更新を行う。
【実績】
・専門学科高校等の実験・実習設備の整備・更新　14校

15

学校管理
運営費
（エネル
ギー価格
高騰対策
事業）

【概要】
県立中学校、県立高等学校におけるエネルギー価格高騰に伴う保護者負担電気料の増額分に対して支援
を行う。
【実績】
・高校32校、中学校４校
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評価・達成状況　等 今後の対応方針 担当課

・令和６年度実施「令和７年度教員採用選考試験」
では、大学３年生チャレンジ受験を導入するととも
に、大学・大学院推薦枠及び第一次試験免除要件を
拡大した。通常選考の早期化（約１か月前倒し）や
秋選考の効果もあり一定数の受験者を獲得すること
ができ、受験者の大幅な減少は見られなかった。
・教員採用ＷＥＢサイト、ＳＮＳでの情報発信を積
極的に行うとともに、受験者及び合格者への丁寧な
情報提供を行い、教員のイメージアップを図る取組
を続けている。

令和７年度実施「令和８年度教員採用選考試験」で
は、特別選考（英語、特別支援学校、ＵＪＩター
ン）の拡充や第一次試験免除要件の拡大を行い、受
験者の確保に努めていく。また、これまで届いてい
ない層へ情報を届けるため、多様なメディアの活用
を図っていく。

教職員課

・経験年数別研修の中で、キャリアステージに応じ
た研修体系による資質能力の向上に取り組むことが
できた。また、教職員の職務や学校運営上の課題、
教職員の希望等に応じて、実践的指導力の向上を図
る研修が実施できた。

・経験年数別研修の中で、キャリアステージに応じ
た研修や教育課題に応じた研修などを実施するとと
もに、教職員の職務や学校運営上の課題、教職員の
希望等に応じて、実践的指導力の向上を図る研修を
実施し、引き続き教員の資質向上に効果的・効率的
に取り組む。

教育セン
ター

県立学校の長期保全整備を実施した。
各学校の意見を聴きながら、そのときどきの状況を
踏まえて、全体を見ながら整備を進めていく。

教育総務課

計画通り事業を実施し、大和特別支援学校敷地内の
安全対策及び金立特別支援学校・大和特別支援学校
における教室不足改善に向けた整備を進めた。

引き続き計画に沿って事業を実施し、特別支援学校
における教育環境の改善に努める。

教育総務課

計画通り事業を実施し、鳥栖特別支援学校の増築及
び既存棟の改修を進めた。

令和８年４月の開校に向けて、計画に沿って事業を
実施し、特別支援学校における教育環境の改善に努
める。

教育総務課

高校生等奨学給付金の給付及び県独自の上乗せ給付
を行うことで、低所得世帯の負担軽減に寄与するこ
とができた。

物価動向及び国の給付額の改定動向等を注視しなが
ら、高校生等が安心して教育を受けられるよう、必
要な支援に取り組んでいく。

教育総務課

専門学科高校等の実験・実習設備の整備や更新を実
施した。

各学校の意見を聴きながら、そのときどきの状況を
踏まえて、全体を見ながら整備を進めていく。

教育総務課

エネルギー価格高騰に伴う保護者負担電気料の増額
分に対して支援を行うことで、保護者の負担軽減に
寄与することができた。

エネルギー価格の動向及び国の支援策の動向等を注
視しながら、必要な支援に取り組んでいく。

教育総務課
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柱Ⅴ　教育ＤＸの推進と学びを支える環境づくり[その他の事業]

事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等 担当課

1
オンライン教
育環境整備事
業

【概要】
オンラインによる授業や面談など、教育活動をオンラインで実施するための環境を整備す
る。
【実績】
・授業等を生徒にオンライン配信するための支援員の配置（県立中学校４校）
・授業のオンライン配信（公衆送信）を行うための著作権処理
・自宅に通信環境がない児童生徒及び教職員にUSB接続型携帯端末（ドングル）を貸与

教育DX推進グループ

2
Eコネクト事
業

【概要】
GIGAスクール構想でＩＣＴ活用が進められている今、ＩＣＴ活用教育のサイト「ＳＡＧＡ E
コネクト」を開設し、教職員のニーズに応じたきめ細やかな情報を提供したり、情報交換の
場「先生たちの広場」を設け、教職員の資質向上を図る。
【実績】
・スーパーティーチャーの授業を主に、動画（10分程度）へ編集し、同サイト内に掲載（R６
年度末までに計27本。うち、R６年度は11本掲載。）
・通信「DX-Eさが」にて、授業実践等を紹介（R６年度末までに111本の事例を掲載）
・「先生たちの広場」で情報交換（R６年度末までに90スレッド）
・サイトの新着情報をLINEで登録者へ配信（R６年度末までのLINE登録者数　481人）
・ＳＡＧＡEコネクトへのアクセス数　（R６年度　46,158）

教育DX推進グループ

4
教育活動オン
ライン交流・
情報発信事業

【概要】
オンラインを活用した学校行事等の映像配信、県外・海外等との交流を通じた教育活動を継
続し、県立学校の情報発信とグローバル化に対応した教育活動の充実を図る。
【実績】
・映像配信用アカウントの保守・運用（YouTube）
・県外・海外との交流及びオンライン研修用アカウントの保守・運用（Zoomアカウント）

教育DX推進グループ

5
小・中・高を
通じた英語教
育強化事業

【概要】
小・中・高を通じて使用可能な英語学習デジタル教材で、児童生徒の英語力の測定及び個別
最適な学びを可能とする。さらに児童・生徒の英語能力を向上させるための研究を行う。
【実績】
・英語公開授業動画（ダイジェスト版）の視聴数　４本累計1,455回（R４～６）
・公開授業の実施（小・中・高それぞれ１回）　参加者数88名
・英語デジタル教材の活用状況　15,342回

教育DX推進グループ
学校教育課

6
ＩＣＴ活用教
育関連整備事
業

【概要】
教育の情報化（ＩＣＴ活用教育）の推進により、児童生徒一人ひとりに応じた指導の充実と
教育の質の向上を図るため、ＩＣＴ機器の機能強化等に取り組み、授業に専念できる一定の
環境を整備する。
【実績】
　・県立学校（中学校、高等学校、特別支援学校）の電子黒板（液晶型）リース
　・県立中学校、県立高校指導者用、予備機等のPCリース、及び機器修繕費等
　・特別支援学校学習用PC用管理ソフトライセンス費
　・県立学校における情報機器廃棄委託費　等

教育DX推進グループ

7
教育情報シス
テム運用事業

【概要】
教育情報システムの運用を行い、情報セキュリティの強化、学校現場の利便性の向上、教職
員の負担軽減を図る。
【実績】
・教育情報システム運用保守（令和６年度）

教育DX推進グループ
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事業
№

事業名 事業概要・事業実績 等 担当課

8
中原特別支援
学校整備事業

【概要】
児童生徒数の増加が著しい中原特別支援学校において、本校に教室棟、田代分校に仮設校舎
を整備することにより、特別支援教育環境の充実を図る。
【実績】
・本校：教室棟（R4年度竣工）の維持管理
・鳥栖田代分校：仮設校舎（R3年度竣工）の維持管理

教育総務課

9
校舎等施設整
備事業

【概要】
県立学校の校舎等の整備を行う。
【実績】
・県立学校の校舎等の整備　26校

教育総務課

10
学校管理運営
費

【概要】
県立学校の管理運営に要する経費
【実績】
空調等の電気料について、より必要な個所に予算が届くよう学校間の予算配分を見直し、適
正化を図った。

教育総務課

11
育英資金貸付
金（育英資金
特別会計）

【概要】
経済的理由により修学が困難な高校生に対し育英資金を貸与して、将来有望な人材を育成す
る。
【実績】
・貸与者　　923名（新規292名、継続者631名）
・貸与総額　255,196千円（新規107,390千円、継続147,806千円）

教育総務課
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◎柱Ⅴ　教育ＤＸの推進と学びを支える環境づくり　〔指標一覧〕

R5 R6年度 R6年度 R7年度 R8年度

実績値 目標値 実績値 目標値 目標値

主体的・対話的で深い学びの
視点からの授業改善に取り組
んでいる学校の割合

82.4% 87.0% 85.4% 全体 教育DX推進グループ

学習評価や成績処理につい
て、ＩＣＴを活用して、事務
作業の負担軽減を図っている
学校の割合

90.5% 95.2% 95.2% 全体 教育DX推進グループ

県立学校のＩＣＴ活用教育に
関する取組目標の達成率

81.70% 88.5% 86.0% 90.4% 88.0% 90.0%
ＩＣＴ活用教
育支援事業

教育DX推進グループ

授業にＩＣＴを活用して指導
できる教員の割合

83.8％
（R3年度）

83.8％
（R4年度）

86%
82.3％

（R5年度）
88% 90%

GIGAスクール
構想支援事業

教育DX推進グループ

月の時間外在校等時間が45時
間を超える職員の割合（県立
学校職員）

16.90% 16.60% 前年度未満 14.5% 前年度未満 前年度未満 － 教職員課

年間20日の年次休暇のうち、
職員1人当たりの年次休暇の取
得日数（県立学校職員）

14日以上 13.3日 14日以上 14日以上 － 教職員課

教員採用選考における小学校
教員の採用倍率

1.3倍
（R2年度）

1.6倍
（R4年度実

施）
1.6倍 1.3倍 1.7倍 1.8倍

佐賀県教育関係
職員採用選考試
験実施事業

教職員課

県立学校での学校施設の保全
不備に よる 事故 発生 件数
（件）

1件 0件 0件 0件 0件 0件
長期保全整備
事 業 （ FM 関
係）等

教育総務課

成果
指標

担当課関連事業名R4基準値
指標
区分

指標名

割合の増加
を目指す

割合の増加を目指す
施策
指標

- 47 -



外部評価 
 

 令和６年度佐賀県教育委員会の運営状況に関する点検・評価       
自己評価➡Ｐ２～Ｐ４ 

 
・総合教育会議について、大きなテーマで幅広く議論をしており、また会議の進
め方も双方向で、有意義な議論を行っている。 

 
・総合教育会議のみならず、社会教育委員や公安委員との意見交換会など、様々
な分野の方と議論することで、幅広く世の中の動きに注意を向けている。学校
や教育の在り方などの検討に必要なことだと思うので、今後も継続してほし
い。 

 
 １ 志と誇りを高める教育の推進                   

自己評価➡Ｐ６～Ｐ１４ 
 

 
・唐津地区の寮整備については、居住地の交通アクセスの利便性から、通学が困
難な子どもたちもいる中で、生活の場を提供できることは素晴らしい。 

 
・公共交通機関については、子どもたちの通学手段として機能するよう、関係機
関との連携が必要である。 

 
・地域の方に広く学校を知ってもらう、連携していくことが大事。地域の小中学
校だけでなく、高校のＰＴＡもまちづくり協議会に参加している事例もある。
こういった取組が横展開で広がっていけばと思う。 

 

 Ⅱ 自分らしく学べる「さがん学び」の推進              
自己評価➡Ｐ１６～Ｐ２２ 

 
・英語教育については、地域からも英語ができる子に育ってほしい、との声があ
がっている。今は、英語ができるのは当たり前で、英語を使って仕事ができる
程度まで能力を高める必要がある。先生の工夫により、英語の授業が楽しいと
思える雰囲気になればと思う。 

 
・教員不足が進む一方で、きめ細やかな教育を行っていくのは、厳しい現状もあ
ると思う。 

  



 Ⅲ 健やかな佐賀の子どもを育む教育の推進               
自己評価➡Ｐ２４～Ｐ２８ 

 
 
・給食費無償化の自治体も出てきているが、財源確保が懸念。 
 
・社会体育の指導者の学校部活動等への参画にあたり、過去の指導者による事件
事故を受けて、保護者には若干の不安感がある。登録している指導者への指導
については徹底をお願いしたい。 

 

 Ⅳ 誰もが安心して学べる「さがすたいるスクール」の推進       
自己評価➡Ｐ３０～Ｐ３６ 

 
 
・不登校になった後の支援はもちろん、不登校にならないことが一番大事。不登
校になるかならないかの瀬戸際の時期に、教員の働きかけで踏みとどまるこ
とができればよいと思う。 

 
・教員の子どもに対するやさしい眼差しや、温かな声掛けが大事。人としての魅
力が、一部で不足しているような印象を受けることもある。そういった素養の
部分でやさしい教員を、採用の時に発掘できたらと思う。教員一人一人が子ど
もにとって温かみのある魅力あふれる教員になってほしい。不登校対策の一
番肝心な部分であると思う。 

 
・授業についていけずドロップアウトすることを未然に防止するためにも、ま
た、教室に戻った際に授業についていくためにも、子どもたちが分かる授業を
することが必要。子どもたちも、自分の進路を考えたときに、教室に戻らなけ
ればと思っている。 

 
・スクールカウンセラー等の配置により、学校の負担は減っているが、スクール
カウンセラーの負担についてはどうか。子どもの数は減っていても相談件数
は増えていると聞く。人員は不足していないか等、学校の負担感だけでなく、
スクールカウンセラーの負担感を軽減できるような取組を考える必要がある
のではないか。 

 
・誰もが安心して学べる「さがすたいるスクール」は教育の原点であり、他の柱
の人権・同和問題に関する施策や帰国・外国人児童生徒への施策にも共通する
趣旨だと思う。特別な支援を要する子どもや、いじめ、不登校など悩みを抱え
ているあらゆる子どもたちに行き届いた教育がなされていることは高く評価
される。 

  



・すべての子どもたちが「安心して」学べる学校は、その保護者にとっても「安
心して」子どもを預けられる学校であり、教員にとっても「安心して」働ける
職場につながる。特に、「生徒指導支援員」の配置によりいじめ問題の早期解
決や未然防止につながった成果は、保護者の不安や教員のストレスの軽減に
つながるものと思われる。 

 

 Ⅴ 教育ＤＸの推進と学びを支える環境づくり             
自己評価➡Ｐ３８～Ｐ４７ 

 
 
・多久市では、学習環境のクラウドを導入し、校務データを切り分けて運用して
いるため、教員のパソコンの持ち帰りが可能になり、時間外勤務が激減した。
デジタルの良い部分をうまく活用し、教育 DX を進めてもらいたい。 

 
・教職員のイメージアップのためには、先生が生き生きして働いていることが大
事。先生に会いに学校に行っているという生徒が増えれば、先生になりたい子
どもも増える。どうか先生には、生き生きと働いてもらいたい。 

 
・奨学のための給付事業については、子どもたちが夢をあきらめずに学びを続け
られるよう、引き続き尽力してもらいたい。 

 
・過去、他県で事件事故を起こした教員が入ってきて、クラスを受け持つことが
ないか不安に思う保護者も多い。採用の裾野を広げることでそういった懸念
点も出てくる。 

 

 その他・全体意見等                         
 
・県立高校が地域にとって身近な存在になってきている。地域貢献したいという
想いを持って活動している。そういう積み重ねに対する地域からの感謝の声
を聞くことがある。 

 
・教職員の頑張りは子どもたちを通して伝わってくる。今後も子どもたちが夢に
向かって努力し、夢を掴むことができるように後押しのできる教育界であっ
てほしい。 

 


